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第１章 計画策定の基本的な考え方 

 

１ 計画策定の趣旨                      

令和２年９月末現在、本市の総人口は１００，４３３人、６５歳以上の高齢者人口は 

３６，１０９人、高齢化率は３６．０％となっています。団塊の世代全てが７５歳以上となる

２０２５年（令和７年）には、総人口が減少する中、高齢者人口は増加し、高齢化率は 

３８．２％になると見込まれています。本市では、２０２５年（令和７年）を見据え、高齢者

が可能な限り住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことを可能と

していくため、地域包括ケアシステムの構築に努めてきました。 

令和２年６月には、いわゆる団塊ジュニア世代が６５歳以上となる２０４０年（令和２２年） 

を見据えて、また、地域共生社会の実現を目指して、地域住民の複雑化・複合化した支援ニー

ズに対応する市町村の包括的な支援体制の構築の支援、地域の特性に応じた認知症施策や介護

サービス提供体制の整備等の促進等を図る「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部

を改正する法律」（令和２年法律第５２号）が公布され、今後は、地域包括ケアシステムをよ

り一層推進させていく必要があります。 

第８期高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画は、このような状況を踏まえ、２０２５年 

（令和７年）や２０４０年（令和２２年）を見据え、高齢者に対する施策の総合的な展開を図

る計画として策定するものです。 

 

２ 他計画等との関係                   

 酒田市では、「酒田市総合計画」に基づき、『賑わいも暮らしやすさも共に創る公益のまち酒 

田』を目指し、各施策に取り組んでいます。 

 本計画は、この「酒田市総合計画」を踏まえ、「酒田市地域福祉計画」、「さかた健康づくり 

ビジョン」等の上位計画・関連計画と整合性を図りながら策定します。 

 また、本計画は、老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２０条の８に基づく「市町村 

老人福祉計画」及び介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１７条に基づく「市町村介護

保険事業計画」を一体的に策定するものです。 

山
形
県
保
健
医
療
計
画

山
形
県
老
人
保
健
福
祉
計
画

山
形
県
介
護
保
険
事
業
支
援
計
画

酒
田
市
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

酒
田
市
介
護
保
険
事
業
計
画

酒田市

酒田市教育振興
基本計画

酒
田
市
ス
ポ
ー

ツ
推
進
計
画

山形県

酒
田
市
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
計
画

酒
田
市
障
が
い
者
福
祉
計
画

さ
か
た
健
康
づ
く
り
ビ
ジ
ョ

ン

酒
田
市
生
涯
学
習
推
進
計
画

酒
田
市
文
化
芸
術
推
進
計
画

酒田市総合計画

酒田市地域福祉計画

（整合性を図る）  



2 

 

３ 計画の期間                        

本計画は、令和３年度から令和５年度までを計画期間とします。 

第８期介護保険事業計画は、団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年（令和７年）の高齢 

者介護や福祉のあるべき姿を念頭に置き、また、いわゆる団塊ジュニア世代が６５歳以上とな

る２０４０年（令和２２年）を見据え、期間中の３年間の介護サービス利用量等見込みだけで

はなく、２０２５年（令和７年）、２０４０年（令和２２年）の見込みも示します。 

 

４ 計画の策定体制                      

本計画の策定にあたっては、健康福祉部長を委員長とし、関係部課長で組織する「酒田市高

齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画策定委員会」を庁内に設置し、第７期高齢者保健福祉

計画・介護保険事業計画の現状分析や課題の整理を行いながら、第８期高齢者保健福祉計画・

介護保険事業計画の原案を作成しました。 

また、本計画に市民の意見を反映させるために、「酒田市高齢者保健福祉計画及び介護保険

事業計画策定に関する懇話会」を設置し、意見を聴取しながら策定しました。 

さらに、令和３年２月１６日から令和３年３月７日にかけてパブリックコメントを実施し、

市民の皆様が意見を述べる機会を設けました。 

 

５ 計画の推進体制                      

本計画の推進に向け、庁内関係部署と問題意識を共有し、連携を図りながら取り組んでいき

ます。 

 本計画の進捗状況や介護サービスの運営実態については、本計画に記載する施策・事業や介

護サービス利用量・給付費の評価・検証を行い、介護保険事業の運営と進行管理を行う「酒田

市介護保険運営協議会」へ報告します。 

 また、地域包括支援センターの適正な運営を確保するため、「酒田市地域包括支援センター

運営協議会」に委託状況や運営の状況等を報告し、管理運営の透明性を高めていきます。 

 さらに、本計画に関し必要な情報を市広報やホームページに随時公表し、出前講座等も活用

しながら、市民への周知や意見等の把握に努めます。 
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第２章 高齢者を取り巻く状況 

 

１ 高齢者の状況                       

（１）人口構成の推移            

 平成２７年に比べ、令和２年９月末の現況値では、構成比が年少人口で１．１ポイント、

生産年齢人口で２．０ポイント減少している一方、高齢者人口は３．７ポイント増加してお

り、少子高齢化が顕著に進んでいます。 

 

■酒田市の人口構成の推移 （単位：人） 

 国  勢  調  査 現況値 

平成 7年 

1995年 

平成 12年 

2000年 

平成 17年 

2005年 

平成 22年 

2010年 

平成 27年 

2015年 

令和 2年 

2020年 

総 人 口 122,536 121,614 117,577 111,151 106,244 100,433 

 構成比 － － － － － － 

高齢者人口 24,070 27,991 30,491 31,835 34,518 36,109 

 ６５歳以上 構成比 19.7% 23.0% 25.9% 28.6% 32.5% 36.0% 

 ７０歳以上 15,427 19,542 22,782 24,570 25,332 27,601 

 構成比 12.6% 16.1% 19.4% 22.1% 23.8% 27.5% 

  ７５歳以上 9,043 11,563 14,949 17,384 18,517 18,895 

   構成比 7.4% 9.5% 12.7% 15.6% 17.4% 18.8% 

生産年齢人口 78,344 75,536 71,028 65,190 59,168 53,927 

１５～６４歳 構成比 63.9% 62.1% 60.4% 58.7% 55.7% 53.7% 

 ４０歳以上 44,247 42,836 40,966 39,093 36,198 33,314 

 構成比 36.1% 35.2% 34.8% 35.2% 34.1% 33.2% 

年 少 人 口 20,122 18,087 16,058 14,123 12,168 10,397 

 ０～１４歳 構成比 16.4% 14.9% 13.7% 12.7% 11.5% 10.4% 

※平成 17年以前は旧１市３町の合計。国勢調査の年齢不詳（平成 22 年３名、平成 27 年３９０名）

については、総人口のみに含み、年齢区分には含まない。令和２年は「住民基本台帳９月末現在」

より 
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（２）高齢者人口と高齢化率              

 総人口は年々減少していますが、高齢者人口は増加傾向にあり、高齢化率は全国平均に比

べてかなり高い状況で推移しています。また、県平均に比べても高い状況で推移しています。 

 

■酒田市の高齢者人口と高齢化率の推移                  （単位：人） 

 平成 27年 平成 28年 平成 29年 平成 30年 令和元年 令和 2年 

総 人 口 106,969 105,708 104,577 103,056 101,627 100,433 

高齢者人口 34,513 35,054 35,505 35,799 35,918 36,109 

 

前期高齢者数 16,084 16,470 16,711 16,894 17,016 17,214 

後期高齢者数 18,429 18,584 18,794 18,905 18,902 18,895 

高齢化率 32.3% 33.2% 34.0% 34.7% 35.3% 36.0％ 

 （参考）全国 26.6% 27.3% 27.7% 28.1% 28.4%  28.7％ 

 （参考）山形県 30.8% 31.5% 32.3% 32.9% 33.4% 未発表 

※国の高齢化率は総務省統計局「人口推計（各年 10 月１日現在）」、県の高齢化率は「山形県の

人口と世帯数（各年 10月１日現在）」、市の人口は「住民基本台帳（９月末現在）」より 

 

（３）高齢者世帯数                    

  令和元年の高齢者夫婦世帯数は、平成２７年と比較し、１７．４％増の４，０３６世帯と

なっています。 

一人暮らしの高齢者世帯数は年々増加し、令和元年は平成２７年と比較し、２５．４％増

の５，０８２世帯となっています。 

 

■酒田市の高齢者世帯の推移                          （単位：世帯） 

 平成 27年 平成 28年 平成 29年 平成 30年 令和元年 

 一 般 世 帯 数 41,933 41,952 42,060 42,059 42,168 

 構成比 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 

 高齢者夫婦世帯数 3,438 3,503 3,690 3,670 4,036 

 （６５歳以上） 構成比 8.2% 8.4% 8.8% 8.7% 9.6% 

 一人暮らし高齢者世帯数 4,053 4,149 4,387 4,469 5,082 

 （６５歳以上） 構成比 9.7% 9.9% 10.4% 10.6% 12.1% 

※一般世帯数は「住民基本台帳（10 月末現在）」、高齢者夫婦世帯数及び一人暮らし高齢者世 

帯数は「健康福祉の概要（酒田市）｣より各年１１月１日現在の状況 
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（４）地区別高齢者数、高齢化率の状況      

  平成２９年と比較すると、若浜と港南を除く全ての地区で高齢化率は上昇し、高齢化率 

が４０％を越える学区が７学区増えました。高齢化率が特に高い学区は、琢成学区と南遊 

佐学区と飛島となっています。 

 

地区 

（学区） 

平成 29年 令和２年 

総人口 

（人） 

高齢者 

人口（人） 

高齢化率

（％） 

総人口 

（人） 

高齢者 

人口（人） 

高齢化率 

（％） 

琢 成 5,897 2,526 42.8 5,477 2,462 45.0 

松 陵 6,312 2,379 37.7 6,020 2,352 39.1 

浜 田 6,057 2,368 39.1 5,723 2,329 40.7 

若 浜 6,814 2,283 33.5 6,847 2,257 33.0 

飛 島 206 148 71.8 180 139 77.2 

亀ケ崎 6,801 2,042 30.0 6,669 2,080 31.2 

港 南 3,008 1,055 35.1 2,882 1,002 34.8 

松 原 9,677 2,291 23.7 9,419 2,454 26.1 

泉 6,610 1,683 25.5 6,591 1,775 26.9 

富士見 6,801 1,745 25.7 6,582 1,828 27.8 

新 堀 2,109 817 38.7 1,986 811 40.8 

広 野 1,904 660 34.7 1,808 686 37.9 

浜 中 1,781 619 34.8 1,652 619 37.5 

黒 森 1,130 423 37.4 1,053 430 40.8 

宮野浦 6,714 2,128 31.7 6,589 2,250 34.1 

十 坂 4,152 995 24.0 4,135 1,079 26.1 

西荒瀬 2,660 872 32.8 2,431 858 35.3 

南遊佐 1,236 509 41.2 1,142 521 45.6 

鳥 海 3,316 1,327 40.0 3,169 1,365 43.1 

東平田 1,641 655 39.9 1,529 655 42.8 

北平田 1,356 510 37.6 1,261 516 40.9 

中平田 1,542 651 42.2 1,465 627 42.8 

八 幡 5,748 2,218 38.6 5,338 2,253 42.2 

松 山 4,242 1,623 38.3 3,913 1,654 42.3 

平 田 6,037 2,160 35.8 5,676 2,218 39.1 

特養等 826 818 － 896 889 － 

計 104,577 35,505 34.0 100,433 36,109 35.7 

  ※「住民基本台帳（９月末現在）」より（旧３町については、旧町全体を一つの地区として 

集計） 
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（５）高齢者の疾病の状況        

 ①件数からみた疾病分類                    

  年齢別の受診人数は、前回調査を実施した平成２８年５月診療分の状況（以下、「前回調

査」という。）と比較すると、６５～７４歳で２７３名減少している一方、７５歳以上では

４９８名増加しており、後期高齢者の受診者が多くなっています。 

疾病分類別の受診人数は、いわゆる生活習慣に起因する循環器系・消化器系・内分泌系の

疾病の割合は５３．６％と全体の半数を超えおり、前回調査と比較し、１．０％上昇してい

ます。また眼の疾患や筋骨格系等の加齢による疾患は約２０.５％を占めていますが、前回

調査と比較し、０．８％減少しています。 

今後も健（検）診受診や事後指導の充実、メタボリックシンドロームに着目した特定健診・

特定保健指導による生活習慣病予防等に積極的に取り組むことが必要です。 

 

 

■酒田市の疾病分類別受診人数（令和元年５月診療分の大分類別） 

順位 ６５～７４歳 ７５歳以上 合計 

疾病名称 件数 ％ 疾病名称 件数 ％ 疾病名称 件数 ％ 

１ 循環器系 3,196 22.7 循環器系 8,328 28.2 循環器系 11,524 26.5 

２ 消化器系 2,726 19.4 消化器系 4,279 14.5 消化器系 7,005 16.1 

３ 内分泌系 1,936 13.8 筋骨格系 3,585 12.2 筋骨格系 4,998 11.5 

４ 筋骨格系 1,413 10.0 内分泌系 2,878 9.8 内分泌系 4,814 11.0 

５ 眼の疾患 1,311 9.3 眼の疾患 2,602 8.8 眼の疾患 3,913 9.0 

６ 新生物 707 5.0 新生物 1,393 4.7 新生物 2,100 4.8 

７ 呼吸器系 589 4.2 神経系 1,073 3.6 呼吸器系 1,582 3.6 

８ 精神障害 408 2.9 呼吸器系 993 3.4 精神障害 1,284 2.9 

９ 皮膚の疾患 407 2.9 精神障害 876 3.0 尿路性器系 1,175 2.7 

10 尿路性器系 308 2.2 尿路性器系 867 2.9 神経系 1,073 2.5 

 その他 1,079 7.6 その他 2,613 8.9 その他 4,099 9.4 

総数  14,080 100  29,487 100  43,567 100 

※山形県後期高齢者疾病分類別統計、山形県国民健康保険疾病分類別統計の原数値より調整 

※両保険の 65歳以上受診者の合計 
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②主要死因別の死亡者の状況                       

主要死因別死亡者数の状況を見ると、依然として悪性新生物（がん）、心疾患、脳血管疾患

の全体に占める割合が高いことから、引き続き生活習慣改善による疾病予防に重点的に取り組

む必要があります。 

また、庄内地域は自殺死亡率が総じて山形県平均より高い傾向にあり、これまでもこころの

健康相談・うつ病対策及び自殺防止策に関する取り組みを強化してきましたが、自殺率の低減

へ向け今後一層の取り組みが必要です。 

 

 

■酒田市の主要死因別死亡者数の状況                    （単位：人） 

  平成 24年 平成 25年 平成 26年 平成 27年 平成 28年 平成 29年 平成 30年 

結   核 1 1 6 1 1 1 1 

悪性新生物 448 431 468 404 404 414 443 

脳血管疾患 175 182 165 170 168 160 142 

心  疾  患 212 191 237 199 218 213 205 

呼吸器系の疾患 222 250 223 248 192 188 200 

消化器系の疾患 57 58 50 55 47 50 59 

不慮の事故 48 50 53 44 47 58 48 

尿路性器系の疾患 39 41 37 45 41 34 44 

高血圧性疾患 3 5 3 6 10 7 6 

糖  尿  病 8 14 6 10 13 10 10 

その他の疾患 179 211 215 175 185 220 223 

老   衰 56 96 114 139 165 184 194 

自   殺 36 31 23 21 25 23 19 

合   計 1,484 1,561 1,600 1,517 1,516 1,562 1,594 

※「保健福祉統計年報（人口動態統計編）山形県健康福祉部」より 
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２ 高齢者人口の推計                  

 

  高齢者人口は、令和３年まで増加していくものの、令和４年以降は減少していきます。し

かし、総人口の減少等により、高齢化率は上昇していきます。第８期計画の最終年度である

令和５年には、高齢者人口は３５，９０２人、高齢化率は３７．３％と見込まれます。 

 団塊の世代全てが後期高齢者になる２０２５年（令和７年）には、高齢者人口は 

３５，５７２人、うち後期高齢者人口は２０，２９２人と見込まれ、高齢者に占める後期高

齢者の割合が急増していきます。また、いわゆる団塊ジュニア世代が６５歳となる２０４０

年（令和２２年）には、高齢者人口は３０，４２５人、うち後期高齢者人口は１８，７４４

人と見込まれ、高齢者に占める後期高齢者の割合が６０％を超えていきます。 

 

■高齢者人口の推計                             （単位：人） 

 
令和２年 
（2020年） 

実績値 

令和３年 
（2021年） 

推計値 

令和４年 
（2022年） 

推計値 

令和５年 
（2023年） 

推計値 

令和７年 
（2025年） 

推計値 

令和 22年 
（2040年） 

推計値 

高
齢
者
人
口 

65～69歳 8,662 8,256 7,887 7,577 7,165 6,164 

70～74歳 8,405 9,133 9,232 9,019 8,115 5,517 

前期高齢者数 17,067 17,389 17,119 16,596 15,280 11,681 

Ａ 比率Ａ／Ｃ 47.5% 48.3% 47.6% 46.2% 43.0% 38.4% 

75～79歳 6,281 5,964 6,062 6,496 7,647 5,386 

80～84歳 5,562 5,413 5,399 5,363 5,302 5,122 

85歳～ 7,037 7,261 7,369 7,447 7,343 8,236 

後期高齢者数 18,880 18,638 18,830 19,306 20,292 18,744 

Ｂ 比率Ｂ／Ｃ 52.5% 51.7% 52.4% 53.8% 57.0% 61.6% 

高齢者数計 C 35,947 36,027 35,949 35,902 35,572 30,425 

総 人 口 Ｄ 100,745 99,274 97,785 96,267 93,180 69,282 

 高齢化率Ｃ／Ｄ 35.7% 36.3% 36.8% 37.3% 38.2% 43.9% 

※平成３０年から令和２年の各年３月末現在の住民基本台帳をもとに、コーホート法により高齢

者人口を年齢階層別に推計 
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３ 日常生活圏域ニーズ調査     

（１）調査の概要 

①目 的   

地域の高齢者の実態や、生活支援の充実、高齢者の社会参加・支え合い体制づくり、介 

護予防の推進等のために必要な社会資源について把握し、地域の問題点の発見や目標の設 

定を行い、第８期介護保険事業計画（令和３年度～５年度）に反映させることを目的に実 

施しました。 

 ②調査対象者 

令和元年９月末現在、酒田市に住所を有する６５歳以上の方３５，９１８人のうち要介 

護認定者等を除く３０，２３２人を圏域別・無作為で２９．８％の割合で抽出した 

９，０００人です。 

  ③調査方法 

  令和元年１２月４日に調査対象者に調査票を発送し、郵便等で回収しました。 

④回収結果 

日常生活圏域 
発送数 

(人) 

回答者数

（人） 

回答率 

（％） 

回答者の平

均年齢（歳） 

要支援

１（人） 

要支援

２（人） 

１ なかまち 1,168 861 73.7 75.38 21 21 

２ にいだ 1,169 873 74.7 75.80 17 23 

３ はくちょう 1,330 1,008 75.8 74.97 11 23 

４ あけぼの 907 677 74.6 73.94 4 12 

５ かわみなみ 1,437 1,016 70.7 74.17 11 23 

６ ほくぶ 692 502 72.5 74.79 7 15 

７ ひがし 572 436 76.2 75.04 7 11 

８ やわた 577 425 73.7 76.05 7 11 

９ まつやま 571 430 75.3 74.77 7 6 

10 ひらた 577 412 71.4 74.64 2 8 

  全 体 9,000 6,640 73.8 74.93 94 153 

  

（２）調査項目 

  ①国が示した必須項目（３５項目） 

家族構成・生活状況（３）、体を動かすこと（７）、食べること（４）、毎日の生活（６）、

地域での活動（３）、たすけあい（４）、健康（６）、認知症にかかる相談窓口の把握（２） 

②国が示したオプション項目（１１項目） 

家族構成・生活状況（１）、体を動かすこと（２）、食べること（３）、毎日の生活（４）、 

健康（１） 

③酒田市独自の項目（３項目） 

   これからの酒田市の介護保険サービスと負担のあり方（１）、日常生活圏域（２） 
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（３）調査結果（主な調査結果を掲載） 

【家族構成・生活状況】 

○「介護・介助の必要性」の調査結果では、「介護・介助は必要ない」が８２．８％と最も 

 高く、次いで「何らかの介護・介助は必要だが、現在は受けていない」が９．０％、「現 

在、何らかの介護を受けている」が５．０％となっています。 

 

■日常生活圏域別（％） 

全　体

１　なかまち

２　にいだ

３　はくちょう

４　あけぼの

５　かわみなみ

６　ほくぶ

７　ひがし

８　やわた

９　まつやま

１０　ひらた

82.8

81.9

79.6

84.8

86.6

83.5

83.5

81.2

76.2

84.0

84.5

9.0

7.9

11.2

7.3

6.4

9.2

8.0

9.9

14.1

9.3

8.7

5.0

5.8

6.2

5.3

4.7

3.0

5.4

4.6

5.4

4.9

4.6

3.3

4.4

3.0

2.6

2.4

4.4

3.2

4.4

4.2

1.9

2.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

介護・介助は必要ない
何らかの介護・介助は必要だが、現在は受けていない
現在、何らかの介護を受けている
無回答

3.76.09.580.7 82.8 9.0 5.0 3.3

必要ない

必要だが現

在は受けて

いない

受けている 無回答 必要ない

必要だが現

在は受けて

いない

受けている 無回答

（単位：％）

第７期計画策定時 第８期計画策定時

 

 

【体を動かすこと】 

○「階段を手すりや壁をつたわらずに昇っているか」の調査結果では、「できるし、してい 

 る」が５７．６％と最も高く、次いで「できるけどしていない」が１９．８％、「できな 

い」が１８．４％となっています。日常生活圏域別で見ると、１０圏域すべてで「できる 

し、している」の割合が最も高く、中でも『あけぼの』及び『まつやま』の２圏域で６割 

を上回っています。 
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60.5 17.4 18.8 3.3 57.6 19.8 18.4 4.2

（単位：％）

第７期計画策定時 第８期計画策定時

できるし、

している

できるけど

していない
できない 無回答

できるし、

している

できるけど

していない
できない 無回答

 

 

○「１５分くらい続けて歩いているか」の調査結果では、「できるし、している」が 

 ６３．６％と最も高く、次いで「できるけどしていない」が２３．２％、「できない」が 

 ９．９％となっています。日常生活圏域別で見ると、１０圏域すべてで「できるし、して 

 いる」の割合が最も高く、中でも『ほくぶ』、『ひがし』、『やわた』、『ひらた』を除く６圏 

域で６割を上回っています。 

 

62.2 23.6 11.1 3.1 63.6 23.2 9.9 3.3

第７期計画策定時 第８期計画策定時

できるし、

している

できるけど

していない
できない 無回答

できるし、

している

できるけど

していない
できない 無回答

（単位：％）

 

 

【食べること】 

 ○「半年前に比べて固いものが食べにくくなったか」の調査結果では、「はい」と回答した 

  方が約３割となっており、「いいえ」が大幅に上回っています。 

 

■日常生活圏域別（％） 

全　体

１　なかまち

２　にいだ

３　はくちょう

４　あけぼの

５　かわみなみ

６　ほくぶ

７　ひがし

８　やわた

９　まつやま

１０　ひらた

29.5

31.8

34.2

25.0

30.9

27.9

27.5

33.5

28.7

28.8

27.7

68.5

67.2

64.0

73.1

67.7

69.4

70.7

63.8

67.8

69.5

71.1

1.9

0.9

1.7

1.9

1.5

2.8

1.8

2.8

3.5

1.6

1.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

はい いいえ 無回答
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（単位：％）

第７期計画策定時 第８期計画策定時

はい いいえ 無回答 はい いいえ 無回答

31.4 66.0 2.6 29.5 68.5 1.9  

 

【毎日の生活】 

○「物忘れが多いと感じるか」の調査結果では、「いいえ」が過半数の５３．６％となって 

 いますが、約４割の方が物忘れが多いと感じています。日常生活圏域別で見ると、『ひが 

し』のみ「はい」がわずかに高く、その他の９圏域では「いいえ」が高くなっています。 

（単位：％）

第７期計画策定時 第８期計画策定時

はい いいえ 無回答 はい いいえ 無回答

43.5 52.9 3.6 43.3 53.6 3.0  

 

○「自分で食事の用意をしているか」の調査結果では、「できるし、している」が６９．４％ 

 と最も高く大半を占めており、次いで「できるけどしていない」が２１．７％、「できな 

い」が７．６％となっています。日常生活圏域別で見ると、１０圏域すべてで「できるし、 

している」の割合が最も高く、中でも『にいだ』（７５．１％）、『あけぼの』（７４．６％）、 

『なかまち』（７３．３％）、『はくちょう』（７０．５％）の４圏域で７割を上回っていま 

す。 

（単位：％）

第７期計画策定時 第８期計画策定時

できるし、

している

できるけど

していない
できない 無回答

できるし、

している

できるけど

していない
できない 無回答

67.3 21.0 9.5 2.2 69.4 21.7 7.6 1.3  

 

【地域での活動】 

 ○「いきいき百歳体操等の介護予防のための通いの場にどのくらいの頻度で参加している 

  か」の調査結果では、「参加していない」が６０．８％と最も高く大半を占めており、次 

  いで「週１回」が５．２％、「年に数回」が３．１％となっています。日常生活圏域別で 

見ると、１０圏域全てで「参加していない」が最も高くなっています。 

 ○「地域住民の有志によって、健康づくり活動や趣味等のグループ活動を行って、いきいき 

  した地域づくりを進めるとしたら、あなたはその活動に企画・運営（お世話役）として参

加してみたいと思うか」の調査結果では、全体では、「参加したくない」が５９．４％と

最も高く、次いで「参加してもよい」が２６．７％、「既に参加している」が５．２％と

なっています。日常生活圏域別で見ると、１０圏域全てで「参加したくない」が最も高く

なっています。 

 

【たすけあい】 

 ○「あなたが病気で数日間寝込んだときに、看病や世話をしてくれる人は誰か（複数回答可）」 

  の調査結果では、「配偶者」が５６．３％と最も高く、次いで「同居の子ども」が 

３５．０％、「別居の子ども」が２５．９％となっています。 
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■全体（％） 

配偶者

同居の子ども

別居の子ども

兄弟姉妹・親戚・親・孫

近隣

友人

その他

そのような人はいない

無回答

56.3

35.0

25.9

18.9

1.7

4.2

1.6

5.4

4.8

0 10 20 30 40 50 60

(%)

 

 

【健康】 

 ○「現在のあなたの健康状態はいかがですか」の調査結果では、全体では、「まあよい」が 

  ６７．９％と最も高く、次いで「あまりよくない」が１６．８％、「とてもよい」が 

８．１％となっています。 

 

■日常生活圏域別（％） 

全　体

１　なかまち

２　にいだ

３　はくちょう

４　あけぼの

５　かわみなみ

６　ほくぶ

７　ひがし

８　やわた

９　まつやま

１０　ひらた

8.1

8.0

7.9

8.6

8.4

7.6

9.6

6.4

9.4

7.7

7.0

67.9

66.8

63.8

68.0

71.0

68.2

68.3

68.3

64.0

72.8

70.6

16.8

17.5

20.0

17.2

13.9

17.6

13.5

16.7

18.1

12.6

17.5

2.3

2.9

2.9

2.3

1.5

1.8

3.0

2.3

2.4

1.9

2.4

4.9

4.8

5.4

4.0

5.2

4.8

5.6

6.2

6.1

5.1

2.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

とてもよい まあよい あまりよくない よくない 無回答
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4.98.2 66.3 17.8 3.0 4.6 8.1 67.9 16.8 2.3

（単位：％）

第７期計画策定時 第８期計画策定時

とてもよ

い
まあよい

あまりよ

くない
よくない 無回答

とてもよ

い
まあよい

あまりよ

くない
よくない 無回答

 
 

【認知症にかかる相談窓口の把握】 

 ○「認知症に関する相談窓口を知っているか」の調査結果では、「はい」と回答した方が約 

  ３割となっており、「いいえ」が大幅に上回っています。日常生活圏域別で見ると、１０ 

  圏域すべてで「いいえ」の割合がの方が高く、最も高い『かわみなみ』（６４．２％）と

最も低い『まつやま』（４７．４％）との差は１６．８ポイントと、回答に差が見られま

した。 

 

【日常生活圏域】 

 ○「地域包括支援センターを知っているか」の調査結果では、「はい」が過半数の５０．８％ 

  となっています。日常生活圏域別で見ると、『なかまち』、『はくちょう』、『かわみなみ』

の３圏域で「いいえ」、残りの７圏域では「はい」の割合の方が高く、回答に差が見られ

ました。「はい」の割合が高くなっているのは、『まつやま』（６４．０％）、『やわた』 

（５９．５％）、『ひがし』（５８．５％）と続きました。 

 

【保険料の方向性】 

 ○「現在の酒田市の保険料基準月額は６，４８０円で県内６番目（全国平均は５，８６９円） 

ですが、現時点で令和７年度からの保険料基準月額は７，８４６円と予想されています。 

これからの介護保険サービスと負担のあり方について、どういう方向にすべきだと思う

か」の調査結果では、「今の予定通りすすめる」が３０．７％と最も高く、次いで「利用

者負担を上げて、保険料が上がらないようにする」が２３．６％、「その他」が１２．５％

となっています。 

 

■全体（％） 

今の予定通りすすめる

30.7%

困っている人が使える

ようサービスを充実さ

せ、保険料を上げる

7.8%

サービスの量や質を下げて、保険

料が上がらないようにする

9.0%

利用者負担を上げ

て、保険料が上がら

ないようにする

23.6%

その他（自由記載）

12.5%

無回答

16.4%
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４ 在宅介護実態調査  

（１）調査の概要 

  ①目 的 

第８期介護保険事業計画策定に向けて、「要介護者の在宅生活の継続」と「家族等介護 

者の就労継続」に有効な介護サービスの在り方を検討することを目的として実施しました。 

②調査対象者 

   在宅で生活をしている要支援・要介護認定を受けている高齢者の方 １，４４１人 

  ③調査実施期間 

   平成３１年１月１５日～令和２年１月２１日（行政規模で回収目標６００件） 

  ④調査手法 

   ア 市認定調査員による聞き取り調査 

   イ 郵送によるアンケート調査（認定調査時に調査委託先のケアマネジャーが回収） 

 ⑤回収状況 

   回収数 １，０００人  回収率６９．３％ 

   「認定ソフト 2018」の認定データとの関連付けを行うことができた件数 ８９４件 

 

（２）調査の集計結果 

１ 在宅限界点の向上のための支援・サービスの提供体制の検討 

１．１ 集計・分析の狙い 

○「在宅生活の継続」と「介護者不安の軽減」の２つの視点からの集計 

    ○どのようなサービスを利用することによって在宅継続、不安の軽減が図られるのか、 

    「サービス利用の組み合わせ」と「サービス利用回数」の２つからのクロス集計 

１．２ 集計結果と着目すべきポイント 

 ○在宅での介護者が不安に感じる介護としては、要介護度が軽度の方については「入 

浴・洗身」及び「外出支援」が高い傾向にあり、要介護度が中重度の方については「認 

知症状への対応」及び「排泄」が高い傾向にありました。要介護者の在宅生活の継続 

の達成に向けては、これらの介護負担の軽減がポイントになると考えられます。 

   ○「要介護度別・サービス利用の組み合わせ」から、要介護度の重度化に伴い、訪問 

系サービスを含む組み合わせ利用が増加する傾向がみられました。 

○「サービス利用の組み合わせと施設等検討の状況」から、訪問系のみの利用をして 

いるケースでは、「施設等を検討していない」との回答が多い傾向がみられました。 

  ○「サービス利用回数と施設等検討」の状況から、訪問系サービスの利用回数の増加が、 

通所系や短期系サービスの利用回数の増加に比べて、施設等検討の状況における「検 

討していない」の割合を比較的に高く維持する傾向が見られました。これは、通所系 

や短期系のようなレスパイト（休憩、息抜き）機能を持つサービスの利用は介護者の 

負担を軽減するなどの効果は期待されるものの、過度に通所系、短期系に偏った利用 

をしているケースでは、在宅生活の継続が難しくなっているものと考えられます。 

１．３ 考察 

○訪問系サービスを軸としながら、介護者の負担軽減機能をもつ通所系・短期系サービ 

スを組み合わせていくことが、在宅限界点の向上に寄与するものと考えられます。 
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今後は中重度の在宅療養者が増加していく中で、このような複数の支援・サービスを 

いかに一体的に提供していくかが重要になると考えられます。 

○多頻度の訪問で、介護職・看護職等の目が多く入ることにより、在宅での生活環境の 

改善や介護者の不安軽減につながると考えられます。 

  ○具体的な取り組みとしては、「通いを中心とした包括的サービス拠点」として小規模 

多機能型居宅介護※１（看護小規模多機能型居宅介護※２）の整備と、「訪問介護・看 

護の包括的サービス拠点」として、定期巡回・随時対応型訪問介護看護※３の整備を 

進めていくことなどが考えられますが、本市では第７期計画において「看護小規模多 

機能型居宅介護」と「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」を１カ所ずつ新設するこ 

ととしており、今回の施設整備が在宅生活継続にどの程度寄与するか効果を確認して 

いきます。 

   

※１ 小規模多機能型居宅介護 

同一の事業者が「通い（デイサービス）」を中心に「訪問（ホームヘルプ）」や「泊り 

（ショートステイ）」を一体的に提供するサービス 

※２ 看護小規模多機能型居宅介護 

医療ニーズの高い方に対応するため、小規模多機能型居宅介護のサービスに加え、訪問 

看護を提供するサービス 

※３ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

日中・夜間を通じて、訪問介護と訪問看護が密接に連携しながら、定期的な巡回訪問と 

通報を受けての随時対応を行うサービス 

 

２ 仕事と介護の両立に向けた支援・サービスの提供体制の検討 

２．１ 集計・分析の狙い 

  ○「介護者の就労状況」と「介護者の就労継続見込み」の２つの視点 

  ○どのようなサービス利用や働き方の調整・職場の支援を受けている場合に就労を継続 

   することができるのか、「就労継続見込み」と「介護者が行っている介護」や「介護 

   サービス利用の有無」「介護のための働き方調整」のクロス集計 

   ○要介護度や認知症高齢者の日常生活自立度※４の分析も加え、要介護者の自立度が重

くなっても、在宅生活や就労を継続できる支援のあり方を検討 

２．２ 集計結果と着目すべきポイント 

○就労継続に対する意識について、要介護２以上は要支援 1～要介護 1と比較して、「問 

題はあるが、何とか続けている」の割合がやや高くなる傾向にありました。 

「問題なく、続けている」と回答した層は、要介護度や要介護者の日常生活自立度が 

軽く、支援ニーズそのものが低い可能性があり、「問題はあるが、何とか続けている」 

と回答した層こそが、介護サービスや職場の働き方調整を通じて支援すべき主な対象 

と考えられます。 

  ○「問題はあるが、何とか続けていける層」が、不安に感じる介護をみると、「排泄」 

「入浴・洗身」「外出の付き添い、送迎等」「認知症状への対応」「食事の準備」等 

が挙げられます。 
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  ○就労継続を「問題はあるが、何とか続けている」と回答している人では、労働時間の 

調整をしている人の割合が高い傾向にありました。 

２．３ 考察 

  ○就業継続を「続けていくのは、やや難しい」または「続けていくのは、かなり難し 

い」と答えた人は、施設入所の検討について、「検討中」「申請済み」あわせて７割弱 

でしたが、一方で検討していない割合も約３割を占めています。就労継続見込みが厳 

しくなった場合も、対応策は施設入所に限らず、在宅継続の支援を求める層も少なく 

ないと言えます。 

○介護者の多様な就労状況に合わせた柔軟な対応が可能となる訪問系や通所系サービ 

 スの組合せや小規模多機能型居宅介護等の包括的サービスを活用する事が、仕事と 

 介護の両立を継続させるポイントになると考えられます。 

 

※４ 認知症高齢者の日常生活自立度 

高齢者の認知症の程度を国の判定基準に基づき７つの段階に分類するもの 

 

３ 介護保険外の支援・サービスを中心とした地域資源の整備の検討 

３．１ 集計・分析の狙い 

  ○「保険外の支援・サービス」に焦点を当て、生活支援体制整備事業の推進のために 

   活用 

  ○現在の利用状況と今後必要になる支援を把握するため「現在利用している保険外の支 

   援・サービス」と「在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス」について、要介 

   護度別や世帯類型別にクロス集計 

３．２ 集計結果と着目すべきポイント 

  ○「在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス」として、「特になし」が１番多い 

   ものの、「外出同行（通院・買い物等）」「移送サービス（介護・福祉タクシー）」の 

   利用希望が比較的多い傾向にあります。 

３．３ 考察 

  ○外出に係る支援・サービスは「買い物」や「サロンへの参加」等、他の支援・サー 

ビスとの関係も深いことから、「外出に係る支援・サービス」は非常に大きな課題と 

言えます。 

  ○酒田市では、公共交通機関、路線バス（乗合バス）、乗合タクシー（デマンド型タク 

シー）、介護タクシー、福祉有償運送や総合事業による高齢者移動支援等があります 

が、高齢者が置かれている課題を継続して検討する必要があると考えられます。 

 

４ 将来の世帯類型の変化に応じた支援・サービスの提供体制の検討 

４．１ 集計・分析の狙い 

  ○在宅限界点の向上のため、将来の世帯類型の変化に応じた支援・サービスの提供体 

   制検討のため、世帯類型別の「サービス利用の特徴」「施設検討の状況」に焦点を当 

   てた集計 
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○世帯類型別の「家族等による介護の頻度」「サービス利用の組み合わせ」「施設検討の 

 状況」を分析 

４．２ 集計結果と着目すべきポイント 

  ○単身世帯 

介護度の重度化に伴い「訪問系を含む組み合わせ」の利用が増加する傾向がみられ 

ました。 

  〇同居家族のいる世帯 

同居家族のいる世帯では、介護者へのレスパイトケア（休憩、息抜き）の必要性が 

高いことから、「訪問系のみ」だけでなく「通所系」「短期系」を含む利用が多くなる傾 

向にあります。 

    また、「単身世帯」と比較して、重度化しても、施設等を「検討していない」の割合 

が高い傾向がみられるとともに、一方ではサービスの未利用率がやや高い傾向がみられ 

ました。 

４．３ 考察 

・単身世帯の要介護者の在宅療養生活を支えるための、支援・サービスの検討 

  ○単身世帯では、訪問系を軸とした「訪問介護・看護の包括的サービス拠点」として 

   の「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」により、中重度の単身世帯の方の在宅療養 

   生活を支えていくことが１つの方法と考えられます。 

○本市では第７期計画において「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」が１カ所新設す 

ることとしており、今回の施設整備が在宅継続にどの程度寄与するか効果を確認して 

いきます。 

・夫婦のみ世帯・その他世帯の在宅療養生活を支えるための、支援・サービスの検討 

 ○同居家族のいる世帯では、介護者へのレスパイトケア（休憩、息抜き）の機能を持つ 

  「通いを中心とした包括的サービス拠点」としての「小規模多機能型居宅介護（看護 

  小規模多機能型居宅介護）」により、夫婦のみ世帯・その他世帯の在宅療養生活を支 

えていくことが１つの方法と考えられます。 

○本市では第７期計画に おいて「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」が１カ所新設 

することとしており、今回の施設整備が在宅継続にどの程度寄与するか効果を確認し 

ていきます。 

 

５ 医療ニーズの高い在宅療養者を支える支援・サービスの提供体制の検討 

５．１ 集計・分析の狙い 

  ○医療ニーズの高い在宅療養者を支える支援・サービスの検討 

  ○世帯類型別・要介護度別の「主な介護者が行っている介護」「訪問診療の利用の有無」 

   「訪問診療の利用の有無別のサービス利用の組み合わせ」を分析 

 

５．２ 集計結果と着目すべきポイント 

○要介護度別の「訪問診療の利用の有無」から、重度化に伴い、訪問診療の利用割合が 

 増加する傾向がみられました。 

○「医療ニーズのある要介護者」の短期系サービスの利用割合が低い傾向がみられるこ 
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 とから、医療ニーズのある利用者を受け入れる事ができる短期系の事業所が不足して 

 いる可能性も考えられます。 

５．３ 考察 

   ○今後「介護と医療の両方のニーズを持つ在宅療養者」の増加が見込まれることから、 

    医療ニーズのある利用者に対応することができるサービスとして、「通いを中心とし 

    た包括的サービス拠点」の１つとして看護小規模多機能型居宅介護、「訪問介護・看 

護の包括的サービス拠点」として、定期巡回・随時対応型訪問介護看護の整備を進め 

ていく」ことが考えられますが、本市では第７期計画において「看護小規模多機能型 

居宅介護」と「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」を１カ所ずつ新設することとし 

ており、今回の施設整備が在宅生活継続にどの程度寄与するか効果を確認していきま 

す。 

 

６ サービス未利用の理由等 

６．１ 集計・分析の狙い 

  ○地域において支援・サービスの提供体制の構築を含む各種の取り組みを検討する際 

に、参考になると考えられる集計結果を整理 

６．２ 集計結果及び６．３ 考察 

   ○介護度別のサービス未利用の理由では、要支援１から要介護２までの比較的軽度者 

    については、「現状では、サービスを利用するほどの状態ではない」が高く、要介護 

    ３以上については、「家族が介護をするため必要がない」が高くなっています。 

   ○認知症自立度別のサービス未利用の理由も同じ傾向にあり、要支援１から要介護２ま 

    での比較的軽度者については、「現状では、サービスを利用するほどの状態ではない」 

    が高く、要介護３以上については、「家族が介護をするため必要がない」が高くなっ 

ています。 

   ○認知症の重度化に伴い在宅生活に必要と感じる支援・サービスは、「移送サービス（介 

    護・福祉タクシー等）」「見守り・声かけ」の割合が増加しています。 

   ○介護を受ける本人の年齢別の介護者の年齢について、本人年齢は８０歳代が最も多く、 

    主な介護者の年齢は６０歳代が３５．６％と最も多く、ついで５０歳代が２９．４％ 

    でした。 

   ○要介護度別の抱えている傷病は、重度化に伴って「認知症」の割合が高くなっていま 

    す。 
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第３章 計画の基本理念・基本目標 

 

１ 計画の基本理念                    

 

高齢者の「自立支援」、「尊厳の保持」を基本としながら、本人及びその家族が住み慣れた地 

域で安心して、住み続けたいと思えるまちを目指す必要があります。 

酒田市総合計画の「暮らしと生きがいを共に創り、お互いが支え合うまち酒田」の目指すべ 

き方向性に基づき「誰もがいきいきと暮らしやすいまち」を基本理念とします。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 計画の基本目標                     

 

第８期計画では、２０２５年（令和７年）や２０４０年（令和２２年）を見据えながら、高 

齢者が可能な限り住み慣れた地域で、自立した日常生活を営むことが出来るよう、医療・介護・

予防・住まい・生活支援を一体的に提供できるように地域包括ケアシステムの推進を図り、適

切な介護サービス提供の確保と保険者機能の強化を図るため、３つの基本目標を設定し、以下

の重点事項に取り組んでいきます。 

 

  ■基本目標１ 

   健康で生きがいのある生活 

    ～生活の質を向上させ、ゆたかな生活を送るために～ 

 

■基本目標２ 

   地域包括ケアシステムの推進 

    ～住み慣れた地域で安心して暮らし続けるために～ 

 

   ■基本目標３ 

介護保険事業の適正な運営 

 

 

基本理念 

誰もがいきいきと暮らしやすいまち 
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３ 施策の体系  

 

◆ 基本目標１ 健康で生きがいのある生活 

重点事項１：さかた健康づくりビジョンの普及推進 

（１）がん予防の推進  

（２）生活習慣改善対策の推進 

（３）こころの健康づくりの充実 

（４）歯と口腔の健康づくりの充実 

（５）子どもの頃からの健康教育の充実 

（６）生涯を通じた健康づくりの充実 

重点事項２：生きがいづくり・社会参加の推進 

（１）生涯スポーツ施策 

（２）生涯学習・文化芸術施策 

（３）老人クラブ事業 

    （４）シルバー人材センター補助事業 

 

◆ 基本目標２ 地域包括ケアシステムの推進 

  重点事項３：多様な生活支援サービスの確保 

   １ 地域で支え合う体制の整備 

    （１）生活支援体制整備事業 

    （２）重層的支援体制整備事業 

２ 高齢者への生活支援 

    （１）緊急通報システム運営事業 

    （２）災害時要援護者避難支援事業 

    （３）老人施設入所援護事業 

    （４）やさしい生活支援事業 

    （５）軽度生活援助事業 

    （６）やさしいまちづくり除雪援助事業 

    （７）ほっとふくし券事業 

    （８）飛島高齢者介護サービス支援事業 

３ 家族介護者への支援 

 （１）家族介護者支援事業 

    （２）住宅改修支援事業 

    （３）介護相談員派遣事業 

  重点事項４：医療との連携強化 

    （１）在宅医療・介護連携推進事業 
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重点事項５：自立支援・介護予防の推進 

   １ 介護予防事業の充実 

    （１）介護予防・生活支援サービス事業 

    （２）介護予防ケアマネジメント事業 

    （３）一般介護予防事業 

    （４）高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施 

    （５）高齢者の生きがいと健康づくり総合推進事業 

   ２ 地域包括支援センターの体制強化 

    （１）総合相談事業 

    （２）包括的・継続的ケアマネジメント支援事業 

    （３）地域包括支援センター運営協議会等開催事業 

   ３ 多職種連携による地域ケア会議の実施 

    （１）地域ケア会議推進事業 

  重点事項６：認知症施策の推進 

    （１）認知症総合支援事業 

  重点事項７：高齢者の権利擁護の推進 

    （１）権利擁護事業 

    （２）成年後見制度利用支援事業 

 

◆ 基本目標３ 介護保険事業の適正な運営 

  重点事項８：介護給付費等適正化事業 

    （１）要介護認定の適正化 

    （２）ケアプラン点検 

    （３）住宅改修等の点検 

    （４）総覧点検・医療情報との突合 

    （５）地域密着型サービス事業所に対する指導 

    （６）介護サービス情報の公表 

    （７）保険料の収納対策 

重点事項９：介護サービス基盤の整備 

重点事項１０：災害・感染症に対する備え 

    （１）災害に対する備え 

    （２）感染症に対する備え 

重点事項１１：介護人材確保及び業務効率化の取り組みの強化 
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第４章 施策・事業の推進 

重点事項１：さかた健康づくりビジョンの普及推進          

 

<第７期計画における現状と課題> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆さかた健康づくりビジョン【健康さかた２１（第３期）】の普及推進 

 「さかた健康づくりビジョン【健康さかた２１（第３期）】」は、平成２４年３月に策定し

た「新健康さかた２１計画」に掲げた目標数値の達成状況を評価・分析し、平成２９年度か

ら令和４年度までの６年間の健康づくりにおける重点課題と施策を整理したものです。 

さかた健康づくりビジョン【健康さかた２１（第３期）】の重点課題は次の６つです。 

（１）がん予防の推進 

（２）生活習慣改善対策の推進 

（３）こころの健康づくりの充実 

（４）歯と口腔の健康づくりの充実 

（５）子どもの頃からの健康教育の充実 

（６）生涯を通じた健康づくりの充実 

 

この６つの重点課題を克服するために、以下の施策を展開していきます。 

 

（１）がん予防の推進 

【事業概要】 

がんの予防と早期発見、早期治療による死亡率の低下を図るため、がん検診の受診率の 

向上が重要です。 

がん検診の受診率を向上させるため、がん検診の個別通知、土曜日・日曜日がん検診、 

早朝がん検診の開催、特定年齢の方へのがん検診無料券の発行等を行います。 

 

 平成２９年度から令和４年度までの６年間の健康づくりにおける重点課題と施策を

整理した健康さかた２１（第３期）計画にのっとり、食生活、運動や健康づくりなど分

野ごとに事業を進めています。 

各地区コミュニティ振興会、社会福祉協議会と事業の連携を図り、各種の健康教室等

を各地区で開催し、効果的に計画を推進しました。 

がん予防や生活習慣改善対策を推進し、がんの早期発見・早期治療につながる健診受

診率の向上、メタボリックシンドローム等から引き起こされる糖尿病・心疾患・脳血管

疾患等生活習慣病の予防のため、各種啓発について内容を工夫して実施しています。 

また、こころの健康づくりを推進する体制を強化し、うつ病予防及び自殺防止に関す

る普及啓発、こころの健康相談によるうつ病等の早期発見に努めています。 

 高齢者の健康づくりを進めるため、健康寿命を延伸する取り組みを継続していく必要

があります。 
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■がん検診無料券発行対象者 

検診名 性別 対象年齢 

ピロリ菌検査 男女 ４１歳 

子宮がん 女 ２１歳、２６歳、３１歳 

乳がん 女 ４１歳 

 

【目標値】 

 がん検診受診率の推移 

年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 目標値 

胃がん ３０．２％ ２８．５％ ２６．６％ ５０％以上 

大腸がん ４８．４％ ４８．６％ ４８．５％ ５０％以上 

子宮がん ３９．８％ ４０．７％ ４０．４％ ５０％以上 

乳がん ２２．７％ ２３．７％ ２１．３％ ５０％以上 

肺がん ５７．０％ ５７．５％ ５８．２％ ６５％以上 

精密検査受診率 ７５．０％～９２．９％ １００％ 

 

（２）生活習慣改善対策の推進 

①循環器疾患（脳血管疾患及び心疾患等）、糖尿病の予防 

【事業概要】 

平成２０年度から、「高齢者の医療の確保に関する法律」に基づき、メタボリックシン 

ドローム（内臓脂肪症候群）予防に着目した特定健診・特定保健指導（医療保険者による、 

４０～７４歳の被保険者・被扶養者を対象とする基本健診及びメタボ該当者・予備群を対 

象としての保健師・管理栄養士による計画的指導）を実施します。 

 

【実績】 

・循環器疾患（脳血管疾患及び心疾患等）に関する知識の普及啓発を行いました。 

・要指導判定者を対象に糖尿病高血圧予防教室を行いました。 

・糖尿病やメタボリックシンドロームの早期発見・早期治療のため、健診受診率の向上

を図りました。 

 

【目標値】 

 ＜特定健診受診率の向上＞ 

項   目 現状値 目標値 

特定健診受診率 
５０％ ６５％以上 

（令和２年度）（見込） （令和４年度） 

    ※目標値：さかた健康づくりビジョン【健康さかた２１（第３期）】 

 

②食生活の改善 

【事業概要】 

高齢者がいきいきと自立した生活を送るために、低栄養予防や栄養バランスの保持、 
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  減塩、肥満等の生活習慣病予防や介護予防に関する情報を提供し、高齢者の健康づくりを 

  進めます。また、地域で食生活を中心とした健康づくり活動を実践する食生活改善推進員 

  を養成するとともに、高齢者を対象としたフレイル予防の出前講座を開催します。 

 

【目標値】 

 ＜適正体重を維持している者の増加＞ 

項   目 現状値 目標値 

①40歳代男性の肥満の割合 ３２．４％ ２８％ 

（肥満者：ＢＭＩ25以上） （平成２７年） （令和４年度） 

②20歳代女性のやせの者の割合 ２３．１％ ２０％ 

（やせの者：ＢＭＩ18.5未満） （平成２７年） （令和４年度） 

   ※資料：Ｈ２７健康づくりアンケート 

   ※目標値：さかた健康づくりビジョン【健康さかた２１（第３期）】 

 

（３）こころの健康づくりの充実 

【事業概要】 

 自殺の背景には様々な社会的・心理的要因があるため、平日だけでなく、土曜日にも個 

別相談できる体制を整えるとともに、うつ病に関する知識の普及啓発を図るため、こころ 

の健康づくり事業を推進します。 

 

【実績】 

・自殺やうつ病予防に関する正しい知識の普及と啓発を図ることを目的に、市民健康講 

演会及び健康講座を開催しました。 

・こころの健康相談事業として、精神科医師や精神保健福祉士による相談を実施しまし 

た。 

・平成２４年度から学区・地区社会福祉協議会合同研修会等においてゲートキーパー研 

修会を実施しました。 

 

【目標値】 

 項 目 現状値 目標値 

①ストレスを感じた人の割合 １４．４％ １３％以下 

大いにあった （平成２７年） （令和４年度） 

②睡眠が十分にとれていないと思う人の割合 １５．４％ １５％以下 

（男女平均） （平成２７年） （令和４年度） 

③自殺死亡率（人口 10万対） 

※２１．６％ 

(平成２６年) 

(実人数２３人) 

２０％以下 

（令和４年度） 

      ※Ｈ２６厚生労働省人口動態統計 
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（４）歯と口腔の健康づくりの充実 

【事業概要】 

生涯にわたり自分の歯を２０本以上保ち、健やかで楽しい生活を過ごそうという 

８０２０運動（８０歳で２０本以上の歯を保つ運動）を推進します。平成２８年４月に「酒 

田市歯と口腔の健康づくり推進条例」を施行し、酒田地区歯科医師会と連携し口腔ケア向 

上のための普及啓発や検診事業を実施しています。 

 

【目標値】 

項 目 現状値 目標値 

①かかりつけ歯科医を持ち定期的に健診を受ける人

の割合の増加 

・２０歳以上での歯石の除去、歯面清掃の割合 

 

 

４１．９％ 

 

 

５０％以上 

 

②８０歳で２０本以上の歯を残すため、 

６０歳、４０歳の残存歯を多く持つ人の割合の増加 

 

・６０歳で２４本              男性 

女性 

 

・４０歳で２８本              男性 

女性 

 

 

 

 

５４．８％ 

６７．８％ 

 

９４．１％ 

９５．７％ 

 

 

 

 

５８％ 

７０％ 

 

９８％ 

９８％ 

 

（５）子どもの頃からの健康教育の充実 

   ※高齢者の健康に関する事業を対象としたためこの項目については省略します。 

 

（６）生涯を通じた健康づくりの充実 

【事業概要】 

転倒等による寝たきり者の増加を防止するため、個人の体力に合った筋力トレーニング 

を実施します。筋力の増大・骨量の増加等を図ることにより、運動不足による血中脂質異 

常の改善並びに生活習慣病を予防し、健康寿命の延伸を図ります。 

また、ウォーキング等の負担なくできる運動を推進します。 

 

【目標値】 

項 目 現 状 値 目標値 

定期的な運動習慣者※１の割

合の増加 
４０～６４歳 

男性 ３３．１％ ４５％以上 

女性 ２７．３％ ４０％以上 

運動習慣のある高齢者割合 ６５歳以上 
男性 ５６．６％ ５８％以上 

女性 ４５．８％ ４８％以上 
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項 目 現 状 値 目標値 

栄養のバランスを考えて食事

をとっている高齢者の割合 
６５歳以上 男女 ８１．３％ ８５％以上 

社会参加の推進を図る高齢者

の割合 
－ 男女 － ４５％以上 

 ※1 運動習慣者 

日常生活の中で１日３０分以上、週２回以上且つ１年以上継続して運動を行っている者 

       ※資料：現状値…Ｈ２７健康づくりアンケート 

     ※目標値：さかた健康づくりビジョン【健康さかた２１（第３期）】 
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重点事項２：生きがいづくり・社会参加の推進 

 

<第７期計画における現状と課題> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）生涯スポーツ施策                      

【事業概要】 

高齢者の健康を維持・増進するために、気軽に取り組めるカローリングやフロアカーリ

ング等のニュースポーツの普及に努めるとともに、高齢者が無理なく楽しく日常的に取り

組むことのできる、スポーツ機会の創出に努めます。 

 

【実績】 

①気軽に楽しめるニュースポーツの普及・促進 

   地区体育振興会やスポーツ推進委員会と連携しながら、ニュースポーツに関して講

習会の実施や大会（スポーツ推進委員会主催）を企画し、高齢者の「する」スポーツ、

特にカローリングやフロアカーリングの普及に取り組みました。また、カローリング

やフロアカーリング等の競技用品を整備する地区が増えてきており、気軽にスポーツ

を楽しめる環境が整いつつあります。 

②体育施設の改修等 

体育施設を安全・安心・快適に利用できるよう、耐震改修工事、トイレの洋式化を

行いました。 

また、今後、計画的な施設整備を進めていくために、令和２年度に「酒田市施設整

備方針」を策定しました。 

③地域の生涯スポーツの推進役となる総合型地域スポーツクラブの育成・支援 

令和２年度現在、９組織が活動していますが、いずれの組織も会員の確保や運営体

制等の課題を抱えています。 

そのような状況下で、総合型地域スポーツクラブ間の連携・協力体制を整備すると

同時に、その円滑な運営に資する情報交換や交流の活性化を図るため、令和元年度に

「酒田市総合型地域スポーツクラブ情報交換会」を設立しました。 

 

 高齢者の健康を維持・増進するために、地区体育振興会やスポーツ推進委員会と連携

しながら、気軽に楽しめるニュースポーツの普及・促進を図っています。普段から運動

に親しんでいる方については、無理なく継続して行えるよう環境の整備を図っていく一

方、運動・スポーツに関心がない方への積極的な働き掛けによって、延び続ける平均寿

命と健康寿命との差を縮めていく必要があります。 

また、高齢者の活力や意欲を高める体験活動事業や趣味を通して日常生活における充

実感が実感できるよう、各種教養講座や趣味講座等を開催しています。 

さらに、高齢者の生きがいづくりを促進するため、高齢者の自主組織である老人クラ

ブや酒田市シルバー人材センターに助成を行っています。 

 人生１００年時代を迎えて高齢者の生きがいや社会参加は、益々、重要になっていま

す。 
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（２）生涯学習・文化芸術施策                       

【事業概要】 

「人生１００年時代」をポジティブに生きがいを見出してもらうため、新たな「生涯 

学習推進計画」を令和２年３月に策定し、生涯学習事業を従来のライフステージ別から、 

「人生はマルチステージ」と捉えて展開していきます。 

また、コミュニティ振興会と協働した地域づくりを推進し、人材の育成と組織の活性 

化を図り、また、地域行事、地域活動等に参加する契機となるような場づくりを進め、 

それぞれの居場所と出番を創り、各人の自信や生きがいにつながるような事業展開を図 

っていきます。 

  平成３０年３月に策定した「文化芸術推進計画」においては、「社会包摂※１と育成」 

を方針とし、すべての市民が文化芸術に触れる機会を創出していくよう事業を進めてい 

きます。 

 

※１ 社会包摂 

市民ひとりひとり、排除や摩擦、孤独や孤立から擁護し、地域社会の一員として取り込 

み、支え合う考え方のこと 

 

【実績】 

①高齢者の、より高度な知識への欲求を満たす教養講座 

学びの場を提供する事業として、生涯学習推進講座を開設し知識の習得の場を提 

    供しました。また、生涯学習施設「里仁館」においても歴史、文化、自然等に関す 

    る各種の教養講座の開設など、学習機会の充実を図りました。 

②生活を潤いのある豊かなものにする趣味講座 

高齢者一人ひとりが、趣味を通して日常生活における充実感が実感できるよう、 

各種趣味講座や食文化にふれる講座等を開設することで、生きがいとしての趣味の 

動機付けと仲間づくりに努めました。 

③新たな体験により高齢者の活力や意欲を高める体験活動事業 

文化スポーツ施設や老人ホーム等を活用し、文化芸術、歴史にふれる機会、レク 

リエーション活動等に参加する機会を提供し、新たな体験をすることを通して、活 

力と意欲の向上を図りました。 

④高齢者が先生になり、知識や技術を次世代に引継ぐ文化伝承事業 

学校や地域を舞台に地域人材交流講座・黒森少年歌舞伎等の事業を通して、それ 

まで培われてきた知識や技能・伝統文化を、高齢者を地域の先生として子どもたち 

に伝承する機会を創出することで、高齢者の生きがいづくりに努めました。 

⑤高齢者と成人や子ども等の交流を促す世代間交流事業 

各地区コミュニティ振興会において、地域の教育力向上事業等の地域の子どもた 

    ちとの「ふれあい」を通した事業を行い、世代間の交流を図りました。 
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（３）老人クラブ事業                           

【事業概要】 

高齢者の自主組織である老人クラブに対して助成し、高齢者の健康保持、教養を高める 

ための学習活動、社会奉仕活動の生きがいづくり等を促進します。 

【計画値】 

 令和２年度（見込） 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

クラブ数 ９５団体 ９５団体 ９５団体 ９５団体 

会員数 ３，７６４人 ３，７６４人 ３，７６４人 ３，７６４人 

加入率 ８．７％ ８．７％ ８．７％ ８．７％ 

   ※加入率：６０歳以上人口に対する会員数の割合 

 

（４）シルバー人材センター補助事業                   

【事業概要】 

高齢者の生きがいづくり対策として、臨時的、短期的な就労を通じ、自己能力の活用に 

より社会参加を促進し、生きがいを高めることを目的として酒田市シルバー人材センター 

に助成します。 

 

【計画値】 

 令和２年度（見込） 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

会 員 数 ７９０人 ８００人 ８１０人 ８２０人 

就労実人数 ６２０人 ６４０人 ６６０人 ６８０人 

就労延人数 ７４，０００人 ７５，０００人 ７６，０００人 ７７，０００人 
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重点事項３：多様な生活支援サービスの確保 

 

１ 地域で支え合う体制の整備 

 

<第７期計画における現状と課題> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）生活支援体制整備事業                   

【事業概要】 

①生活支援コーディネーターの配置 

    関係者のネットワークの構築や地域における生活支援等の提供体制の整備に向けた 

取り組み等を推進するため、介護保険課（１層）と各地域包括支援センター（２層）に 

生活支援コーディネーターを配置します。通所型サービスＢ等の総合事業の支援や、 

「地域計画」を策定（地域づくり）する場への参加協力を行います。 

これらの活動を組織的に補完・検討するための生活支援体制整備協議会を設置し、「配 

食・買い物」「移動」「居場所・通いの場」「軽度生活支援」の４項目を大きな課題とし 

て協議を行います。 

 

【計画値】                              

 令和２年度（見込） 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

新たに構築された 

社会資源 
３０か所 ５０か所 ５０か所 ５０か所 

※新たに構築された社会資源とは住民主体の健康教室、サロン等の立ち上げ、相談実績等 

※令和２年度見込は新型コロナウイルス感染症の影響により減少 

 

 

 

 介護予防・日常生活支援総合事業において、住民主体による生活支援・地域支え合い

を行う訪問型サービスＢが２か所、軽体操や茶話会で参加者同士が交流を行う通所型サ

ービスＢが１４か所のコミュニティ振興会で実施しています。合わせて、自治会等が自

主的に実施する介護予防事業「しゃんしゃん元気づくり事業」や「いきいき百歳体操」

の実施団体数も増え、地域の通いの場の活動が活発に行われています。 

 訪問型・通所型サービスＢは、２０２５年（令和７年）までに市内全域での実施を目

指していますが、担い手不足等の課題があることで取り組めないコミュニティ振興会も

あります。 

コミュニティ振興会が策定する「地域計画」や社会福祉協議会で進める「地域支え合

い活動推進事業」との連携を図りながら、地域で支え合う体制に必要な担い手を創出し、

今まで以上に高齢者の社会参加の促進を図る必要があります。 

 また、地域住民のニーズは複雑化・複合化しているため、包括的な支援体制を一体的

かつ重層的に整備し、人と人、人と社会がつながり、一人ひとりが生きがいや役割を持

ち、助け合いながら暮らしていくことのできる、「地域共生社会」の実現を目指す必要

があります。 
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 ②就労的活動支援コーディネート機能の強化 

要介護や病気にならないようにできる限り「自助」をし、社会における先輩、友人、近

隣の同年代の人たちを「共助」することで、高齢者も高齢者を支え、社会参加することそ

のものが社会貢献という仕組みをつくることを目的として、高齢者の社会参加等を促進し

ます。具体的には、生活支援コーディネーター（１層・２層）を通じて、企業・事業所・

団体等から幅広く高齢者の活動の場を募り、介護予防ボランティアポイント事業とも連携

をしながら、活動をしたいという６５歳以上の高齢者へ情報提供を行います。 

 

【計画値】 

 令和２年度（見込） 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

就労的活動支援コーディ

ネート相談受付件数 
－ ２５件 ５０件 ５０件 

   ※就労的活動支援コーディネートは令和３年度より開始 

 

 ③担い手の養成 

  高齢者の居場所や通いの場に必要不可欠な担い手について、生活支援コーディネータ 

ーを中心に、講座や研修会の開催を通じ養成、確保できる体制づくりや、支援体制を整

えます。 

 

【計画値】 

 令和２年度（見込） 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

担い手養成講座終了者数 ０人 １０人 １０人 １０人 

※令和２年度見込は新型コロナウイルス感染症の影響により講座を中止 

 

（２）重層的支援体制整備事業                    

 【事業概要】 

   地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応し、包括的に福祉サービスを提供する 

ため、①相談支援（包括的相談支援事業、多機関協働事業、アウトリーチ事業）、②参加 

支援事業、③地域づくり事業を一体的に実施する「重層的支援体制整備事業」の実施体制 

について、健康福祉部内に検討会を設置し、検討を行います。 
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２ 高齢者への生活支援                          

 

<第７期計画における現状と課題> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）緊急通報システム運営事業                     

【事業概要】 

一人暮らし高齢者等の安全な在宅生活の継続を目的とし、急病や災害時に迅速かつ適切

な対応を図るため、緊急通報装置を貸与します。（平成３０年度で新規受付は終了） 

    

（２）災害時要援護者避難支援事業                     

【事業概要】 

災害発生時における避難誘導、安否確認等の支援活動に活用するため、災害時の避難の

際に援護が必要と思われる方の名簿等を整備します。 

 

【計画値】 

 令和２年度（見込） 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

要支援登録者数 １，１５０人 １，１６０人 １，１７０人 １，１８０人 

避難支援者数 １，３５０人 １，４５０人 １，４６０人 １，４７０人 

 

（３）老人施設入所援護事業                      

【事業概要】 

老人福祉法に基づき、おおむね６５歳以上の方で生活環境や経済的理由等により、居宅

において養護を受けることが困難な方を養護老人ホームかたばみの家に入所させ、または

本市以外にある養護老人ホームに入所を委託します。 

 

 

 

 

 在宅で生活する高齢者等を対象に、軽易な日常生活上の援助を行う「軽度生活援助事

業」や住宅福祉機器の設置に助成する「やさしい生活支援事業」、除雪協力者を配置し、

冬期間の生活の安全を確保する「やさしいまちづくり除雪援助事業」等を実施していま

す。年々、一人暮らしの高齢者世帯や高齢者夫婦世帯が増加している中で、高齢者が在

宅等において安心して生活を送ることができるように、引き続き、高齢者の生活支援が

必要です。また、近年、全国的に大雨等による災害の発生が増えているため、災害時に

支えが必要となる高齢者等の支援体制を強化していく必要があります。 

 飛島地区では、とびしま総合センターを利用した通所介護・短期入所サービスを、島

内の介護事業所に委託して実施しています。島民の高齢化や総合事業の開始に伴い、利

用者が増加しています。 

今後も、飛島地区の高齢者の介護及び福祉サービスの地域格差を解消するために、事

業を継続していく必要があります。 
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 （４）やさしい生活支援事業                        

【事業概要】 

高齢者の在宅生活における転倒防止・外出支援を行うことで介護状態になるのを防ぎ、

より長く安全な在宅生活を送ることを目的に、高齢者等が新たに福祉機器を設置または購

入した場合の費用の一部を助成します。 

 

【計画値】 

 令和２年度（見込） 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

ⅰ）手すり ４４件 ３８件 ３８件 ３８件 

ⅱ）入浴補助用具 ５件 ５件 ５件 ５件 

ⅲ）シルバーカー ９９件 １０２件 １０２件 １０２件 

ⅳ）つえ １６件 １６件 １６件 １６件 

ⅴ）電動自転車 ３７件 ４０件 ４０件 ４０件 

ⅵ）ステップ ３件 ３件 ３件 ３件 

※令和２年度より、ⅵ）は玄関ステップからステップへ変更 

 

（５）軽度生活援助事業                         

【事業概要】 

在宅で生活する一人暮らし高齢者等を対象に、自立した生活を継続することを目的に、

軽易な日常生活上の援助（住居内の掃除、買い物、ゴミ出し、灯油つめ、除雪等）を行い

ます。 

 

【計画値】 

 令和２年度（見込） 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

派遣世帯 １９６世帯 ２００世帯 ２００世帯 ２００世帯 

 

（６）やさしいまちづくり除雪援助事業                    

【事業概要】 

冬期間の生活の安全を確保するとともに、地域の支え合いの意識を醸成することを目的

に、生活通路の除雪が困難な高齢者や障がい者の世帯に除雪協力者を配置します。 

また、高齢者世帯等の積雪による被害を未然に防ぐため、居宅の雪下ろしを事業所に依

頼する際に、費用の一部を助成します。 

 

【計画値】 

 令和２年度（見込） 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

登録者数 ８００人 ８００人 ８００人 ８００人 

協力者数 ８００人 ８００人 ８００人 ８００人 
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（７）ほっとふくし券事業（介護用品除く）              

【事業概要】 

在宅の介護を必要とする方の経済的な負担を軽減し、在宅で安心した生活ができるよう、

介護にかかる費用の一部を助成します。要介護度の認定を受け介護保険料所得段階の要件

に該当した方を対象に、リハビリパンツの購入費用や有償ヘルパーサービス等の利用者負

担に利用できる各種ほっとふくし券を交付します。 

  

【計画値（交付人数）】 

 令和２年度（見込） 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

一般用 １，３５０人 １，３７０人 １，３９０人 １，４１０人 

ストレッチャー車専用 ３０人 ３２人 ３４人 ３６人 

訪問理容・美容サービス専用 １３０人 １３５人 １４０人 １４５人 

寝具洗濯乾燥消毒サービス専用 ２５人 ２８人 ３１人 ３４人 

鍼・灸・マッサージ等利用 １，０３５人 １，０４５人 １，０５５人 １，０６５人 

 

（８）飛島高齢者介護サービス支援事業              

【事業概要】 

①短期入所等運営事業 

飛島に在住する事業対象者、及び要介護認定者に対し、市内と同等の介護サービスを 

   提供するため、とびしま総合センターを利用した短期入所及び通所介護サービスを実施 

   します。 

 

【計画値】 

 令和２年度（見込） 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

実利用人数 １７人 １７人 １７人 １７人 

延利用回数 ７００回 ７００回 ７００回 ７００回 

 

  ②飛島介護保険サービス利用者特別対策事業 

飛島に在住する事業対象者、及び要介護認定者が介護保険サービスを利用する場合に、 

介護支援専門員や、介護サービス提供事業者の渡航費用を助成します。 

 

【計画値】 

 令和２年度（見込） 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

実渡航者数 ５人 ５人 ５人 ５人 

延渡航回数 ２８回 ４０回 ４０回 ４０回 
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３ 家族介護者への支援                       

 

<第７期計画における現状と課題> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）家族介護支援事業                

【事業概要】 

①家族介護者交流会                      

要介護者や認知症高齢者を在宅介護している方の継続的な介護を支援します。地域包

括支援センター等が介護についての情報交換や悩みを共有する場を設けて、介護者の精

神的負担を軽減することを目的に交流会を開催します。    

 

【計画値】 

 令和２年度（見込） 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

開催回数 ２７回 ３０回 ３０回 ３０回 

参加人数 １３４人 １５０人 １５０人 １５０人 

 

②訪問型介護者支援事業                     

要介護者を在宅介護している家族を対象に医療専門職（看護師、歯科衛生士等）が自 

   宅に訪問し、介護者の健康相談・介護相談を行うとともに、地域社会から孤立しないよ 

うに支援することを目的に実施します。 

 

【計画値】 

 令和２年度（見込） 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

実訪問人数 １３４人 １４４人 １５６人 １６８人 

延訪問回数 １６５回 １８０回 １９２回 ２０４回 

 

③家族介護慰労事業                      

要介護認定において、要介護４または要介護５と判定された住民税非課税世帯の在宅 

   高齢者であって、過去１年間介護保険サービスを受けなかった方を介護している家族に 

対して、家族介護慰労金を支給します。 

 

 

 

 介護者は健康状態の悪化、孤立や精神的な負担など、様々なリスクに直面する可能性

が高くなります。在宅での介護を望まれる方も少なくないため、家族介護者を支援する

事業を実施しています。 

在宅介護では介護保険サービスを利用しながらも、少子化、核家族化の影響に伴う家

族介護力の低下や、認知症高齢者の介護等、家族の介護負担は増大しています。介護者

家族や当事者の視点に立ち、地域の人や専門職と相互に情報を共有していくことで介護

者の精神的負担の軽減や、当事者の社会活動に繋がるような取り組みを行う必要があり

ます。 
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（２）住宅改修支援事業                      

【事業概要】 

担当の介護支援専門員がいない要介護（支援）認定者（住宅改修以外のサービスを利用 

する予定がない方）が介護保険制度による住宅改修を行う場合、市で委託した介護支援専 

門員が申請事務の支援を行います。 

 

（３）介護相談員派遣事業                      

【事業概要】 

介護保険施設に相談員を派遣し、利用者の疑問、不満、不安の解消を図るとともに、事 

業所とミーティングを行い、サービスの質的向上を図ります。 

 

【計画値】 

 令和２年度（見込） 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

派遣回数 １３２回 ５７６回 ５７６回 ５７６回 

派遣事業所数 １３か所 ４８か所 ４８か所 ４８か所 

   ※令和２年度見込は新型コロナウイルス感染症の影響により減少 
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重点事項４：医療との連携強化              

 

<第７期計画における現状と課題> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）在宅医療・介護連携推進事業 

【事業概要】 

在宅医療・介護連携支援室ポンテを中心に、多様な生活課題を抱えた高齢者を支援する

多職種が参加するサポート研修会を積極的に行います。入退院支援や看取り、認知症、感

染症等への対応について、会議や研修会等を通して、医療・介護が連携して取り組む体制

づくりを進めます。また、医療圏域が同じ隣接自治体と相互連携を図っていきます。 

① 地域の医療・介護の資源の把握 

   ② 在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 

③ 切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築推進 

④ 医療・介護関係者の情報共有の支援 

   ⑤ 在宅医療・介護連携に関する相談支援 

   ⑥ 医療・介護関係者の研修 

   ⑦ 地域住民への普及啓発 

   ⑧ 在宅医療・介護連携に関する関係市区町村の連携 

 

【計画値】 

 令和２年度（見込） 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

多職種連携会議 
（ポンテ運営会議） 

６回 ６回 ６回 ６回 

研修会・ワークショップ・
講演会開催回数 

１０回 １０回 １０回 １０回 

研修会・ワークショップ・
講演会参加人数 

３５０人 ３５０人 ３５０人 ３５０人 

  ・医療・介護連携書式の一部改訂及び、北庄内連携書式のＨＰでの公開 

・高齢者対象サービス事業所の受け入れに関する調査実施、公開及び更新 

・ショートステイ空き情報及び精神科病床空き情報の公開及び更新 

・在宅医療・介護に関する情報（研修含む）をホームページ上で公開 

 

 在宅医療・介護連携支援室ポンテが中心となり、多職種間の相互の理解や知識・情報

の共有を図るため、研修・ワークショップ・アンケート等を実施し、医療・介護関係者

の顔の見える関係づくりに取り組んでいます。医療機関と介護サービス事業所間のＩＣ

Ｔ活用のための導入支援や活用状況の把握等について、酒田地区医師会十全堂、医療情

報ネットワーク協議会と連携しながら取り組んでいます。 

高齢化の進展や療養病床が減少する中、医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者

が、住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、

在宅医療と介護サービスを一体的に提供するために、医療機関と介護事業所等の関係者

との協働・連携を強化していく必要があります。 
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◆ 医療と介護の連携「看取り」について 

看取り時の目指すべき姿は、在宅での看取り等について十分に認識・理解をした上で、医療 

と介護の両方を必要とする状態の高齢者が望む場所での看取りを行えるように、医療・介護関

係者が、対象者本人と人生の最終段階における意思を共有し、それを実現できるように支援す

ることにあります。 

そのためには、人生の最期、終末期に備えて、本人が家族等の近しい人や、医療・介護の関 

係者たちと、今後の治療・療養について、あらかじめ繰り返し話し合う機会を持つＡＣＰ（ア

ドバンス・ケア・プランニング）の普及啓発が重要になります。 

 令和元年に在宅医療・介護連携支援室ポンテで実施したアンケートによると、施設全体の６ 

割が看取りを実施していました。しかし、小規模多機能型居宅介護や認知症対応型共同生活介 

護（グループホーム）ではまだ十分に看取りが実施されていない状況です。その理由としては 

常勤看護師や、夜間介護職員の不足等があげられています。 

 今後は、在宅医療・介護連携支援室ポンテと連携し、在宅医療研修会等を通して実際の事例

から看取りについての学びを深めたり、一般市民に向けた普及啓発（エンディングノート等の

活用）や、講演会等を実施したり、広く市民に看取りについて考えていただく機会を作ります。 
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重点事項５：自立支援・介護予防の推進 

 

１ 介護予防事業の充実 

 

<第７期計画における現状と課題> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）介護予防・生活支援サービス事業             

【事業概要】 

介護予防・生活支援サービス事業は、平成２７年度の制度改正で従来の介護予防給付の 

うち訪問介護と通所介護が介護予防・生活支援サービス事業に移行され、本市では平成 

２９年度より実施しています。現在は、訪問型の従前相当・Ａ型・Ｂ型、通所型の従前相 

当・Ａ型・Ｂ型のサービスを提供しおり、サービスの類型は下表のとおりです。 

  地域の支え合いの体制づくりを推進し、軽度な生活支援が必要な方に対して効果的な支 

 援等を可能とするため、令和７年度までに通所型サービスＢの体制を市内全域３６か所に 

構築していきます。 

 本事業の利用者数等の見込みは、第５章の４「地域支援事業の推進」Ｐ７１に記載しま 

す。 

 

サービス
類　型

主な内容／対象者 サービス提供者 方式 人員基準 面積基準など 介護報酬／補助額 本人負担額

従前相当
身体介護を伴うものや専門性の高いも
の（入浴介助・献立指導等）／要支援・
CL該当

介護事業所 指定 国基準どおり 国基準どおり
1割（高額所得者は
2割）

A型
主として家事援助（掃除・調理・買い物
等）／要支援・CL該当

介護事業所 指定
国基準より
緩める

ほぼ国基準
２割（高額所得者
は２倍）

B型
生活支援・支え合い（A型と同等の内容
または軽微な支援）／要支援・CL該当
（軽度該当者含）

地域住民団体等 補助 最低基準のみ 市からの定額補助
サービス提供者が
決定

D型
通所型サービスBの会場への移動支援
／要支援・CL該当（軽度該当者含）

地域住民団体等 補助 最低基準のみ 市からの定額補助
サービス提供者が
決定

【訪問型サービス】

 

 地域における住民主体の通いの場の立ち上げ支援や、一般介護予防事業に取り組んで

います。体操を主とした通いの場（いきいき百歳体操）については、理学療法士を派遣

するなど、効果的な介護予防に向けた取り組みを実施しています。 

 栄養口腔講座事業は、医療専門職が、低栄養、誤嚥性肺炎、認知症、オーラルフレイ

ルの予防を目的とした講座を実施しています。平成３０年度より開始した口腔機能向上

普及啓発事業は、歯科衛生士が専門的な指導や助言をし、一般高齢者や介護者家族に口

腔ケアについて普及啓発活動を行っています。 

 介護予防事業が定着してきたことを踏まえつつ、引き続き介護予防・健康づくりの取

組強化を図るため、事業内容を検討しながら継続していく必要があります。 

また、団塊の世代が７５歳以上となる令和７年を見据え、健康寿命が延伸するよう保

健事業や介護予防、重度化防止の取り組みを進める必要があります。 
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サービス
類　型

主な内容／対象者 サービス提供者 方式 人員基準 面積基準など 介護報酬／補助額 本人負担額

従前相当
専門的な機能回復訓練（時限あり）／要
支援・CL該当（改善が見込まれる者）

介護事業所 指定 国基準どおり 国基準どおり 国基準どおり
１割（高額所得者
は２割）

A型
現状維持のための運動、アクティビティ
（原則半日）／要支援・CL該当（主として
交流目的の者）

介護事業所 指定
国基準より
緩める

国基準と同等
ほぼ国基準だが、加
算の種類は整理

定額を予定

B型
閉じこもり予防、軽体操／要支援・CL該
当（主として交流目的で、入浴や食事の
支援が不要な者）

地域住民団体等 補助 最低基準のみ 最低基準のみ 市からの定額補助
サービス提供者が
決定

【通所型サービス】

 

※ ＣＬ（基本チェックリスト） 

６５歳以上の方で介護予防・生活支援サービス事業対象者に該当するかどうかをチェックする 

質問項目 

※ どの類型に分類されるかはケアマネジメントの結果によるため、従前相当、Ａ型、Ｂ型の併 

給はできない。 

  

（２）介護予防ケアマネジメント事業                

【事業概要】 

介護予防・生活支援サービス事業の利用者に対して、介護予防及び生活支援を目的に、

心身の状況等に応じて、利用者の選択に基づき、適切な事業が効率的に提供されるよう、

専門的視点から地域包括支援センターが援助を行います。 

 

（３）一般介護予防事業                     

【事業概要】 

①介護予防把握事業                 

 地域の実情に応じ、効果的かつ効率的に収集した情報等を活用して、閉じこもり等何 

らかの支援を要する者を早期に把握し、住民主体の介護予防活動へつなげることを目的 

に、民生委員等地域住民や地域包括支援センター、関係部署、関係機関と連携を図りなが 

ら支援を行います。 

 

②介護予防普及啓発事業             

ⅰ）すこやかマスターズ事業 

 事業対象者及び要介護認定者を除いた高齢者で、身体能力の低下が見られる方を対象 

として、フレイル予防を目的に、通所介護事業所等がアクティビティ※１や認知症予防 

等の共通サービスを提供します。送迎等で移動手段が必要な虚弱高齢者も利用ができる 

通いの場を提供します。 

 

【計画値】 

 
令和２年度（見込） 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

延実施回数 ４，４００回 ５，４００回 ５，４００回 ５，４００回 

    ※令和２年度見込は、新型コロナウイルス感染症の影響により減少 
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※１ アクティビティ 

     軽体操や遊びなど、心身の活性化のための手助けとなる活動のこと。主にデイサービス 

センターや介護老人福祉施設等のプログラムとして提供される。 

 

  ⅱ）栄養口腔講座 

 口腔機能維持・向上や、栄養管理に関心のある高齢者を対象に、生活の質の維持向上 

を図ることを目的に、管理栄養士、言語聴覚士、歯科衛生士等の医療専門職から適切な 

指導や助言を行います。低栄養、誤嚥性肺炎、認知症、オーラルフレイルや要介護状態 

になることを予防するための講座を開催します。 

 

【計画値】 

  令和２年度（見込） 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

開催回数 ６回 ２４回 ２４回 ２４回 

延参加人数 １６０人 ３５０人 ３５０人 ３５０人 

※令和２年度見込は新型コロナウイルス感染症の影響により減少 

 

ⅲ）口腔機能向上普及啓発事業 

通いの場や出前講座等で、歯科衛生士が専門的な指導や助言をし、一般高齢者や介護 

   者家族に口腔ケアについて普及啓発活動を行います。 

 

【計画値】 

  令和２年度（見込） 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

開催回数 ３０回 ５０回 ５０回 ５０回 

延参加人数 ３００人 １，０００人 １，０００人 １，０００人 

※令和２年度見込は新型コロナウイルス感染症の影響により減少 

 

③地域介護予防活動支援事業 

 ⅰ）しゃんしゃん元気づくり事業           

   住み慣れた地域でいつまでも元気に暮らすことができるよう、各学区地区社会福祉協 

  議会、または自治会で自主的に実施する介護予防事業に対し助成を行います。助成が終 

了した後も集まりを継続できるよう、講師派遣事業やいきいき百歳体操等の介護予防の 

ツールを紹介するなど継続的な支援を行っていきます。 

 

ⅱ）いきいき百歳体操（住民主体の通いの場継続支援及び立上げ支援） 

    いきいき百歳体操を利用した介護予防のための住民主体の通いの場の立上げ支援及 

び継続支援を行います。立上げ支援では介護予防の普及啓発といきいき百歳体操の説明、 

体験会と体力測定の実施、体操ＤＶＤの無料貸出しを行います。継続支援では、開始 

３か月後の体力測定や、医療専門職からの体操指導等を実施していきます。体力測定の 

結果やアンケートを実施しすることで、参加者のニーズや課題に合った医療専門職を派 

遣し、より効果的な介護予防に取り組めるよう支援していきます。 
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    また、自宅でできる軽体操等のフレイル予防を紹介するなど、コロナ禍でも介護予防 

に取り組める環境づくりを推進します。 

 

【計画値】 

 令和２年度（見込） 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

医療専門職派遣件数 ２０件 ２５件 ３０件 ３５件 

 

ⅲ）元気シニアボランティア事業 

  高齢者のボランティア活動を通じた介護予防を推進するため、介護保険対象施設や地 

 域支援事業でのボランティア活動の実績に応じた評価ポイントを付与し、地域特産品等 

への変換を行う事業を実施します。令和３年度からボランティア活動対象区域を市内全 

域に拡大します。 

また、高齢者の社会参加等を促進するため、就労的コーディネート機能との連携を図 

   り、高齢者の社会参加の仕組みづくりを進めます。 

 

【計画値】 

 令和２年度（見込） 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

登録人数 １７人 ５０人 １００人 １００人 

 

 ◆通いの場に参加する高齢者数の計画値 

目標：高齢者の８％の通いの場（週１回）への参加 

事業等名 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 

通所型サービスＢ ７８２人 ９０６人 １，０３０人 １，２７８人 

すこやかマスターズ ３００人 ３００人 ３００人 ３００人 

いきいき百歳体操 １，１５０人 １，２００人 １，２５０人 １，３００人 

合 計 

参加者数 ２，２３２人 ２，４０６人 ２，５８０人 ２，８７８人 

割 合 ６．２％ ６．７％ ７．２％ ８．１％ 

【参考】※月１回以上 

しゃんしゃん元気づくり 
１，８００人 １，８００人 １，８００人 １，８００人 

   ※参加者数は年間の実人数 

※割合は６５歳以上の高齢者の参加者の割合 

※「しゃんしゃん元気づくり」は、助成期間（最大５年）終了後も継続的な支援を行い、 

サロン等への移行を考慮した参加実人数 

 

（４）高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施      

【事業概要】 

高齢者の生活習慣病等の重症化予防と生活機能低下を防止する取り組みについて、保 
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   健事業と介護予防事業を一体的に実施することにより、高齢者の自立した生活、健康寿 

   命の延伸、及び生活の質（ＱＯＬ）の維持向上を図ることを目的に実施するものです。 

 事業開始に向けた協議を、関係課（健康課・国保年金課・介護保険課）と進めていき 

   ます。 

 

（５）高齢者の生きがいと健康づくり総合推進事業           

 【事業概要】 

   高齢者が家庭・地域・企業等様々な社会において、その豊かな経験と知識・技能を活か 

し、生涯を健康で生きがいをもって社会参加活動を継続してできるよう、酒田市老人クラ 

ブ連合会に委託し事業を実施しています。 

 （主な事業内容） 

  ・レクリエーション大会 ・グラウンドゴルフ大会 ・公式ワナゲ大会 

  ・室内ペタンク大会 ・カローリング大会 ・パークゴルフ大会 

・各種教室 ・女性部活動 ・会報の発行  

・社会奉仕活動 ・世代間交流事業 

 

【計画値】 

 令和２年度（見込） 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

延参加人数 ４，５００人 ４，５１０人 ４，５２０人 ４，５３０人 

 

 

２ 地域包括支援センターの体制強化               

 

<第７期計画における現状と課題> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）総合相談事業   

【事業概要】     

 地域包括ケアシステム構築へ向けた中核的な機関として、日常生活圏域に１つの地域包

括支援センターを設置しています。その運営については日常生活圏域ごとに法人に委託し、

市が定める実施方針を基に、市と地域包括支援センターが連携して事業を実施します。   

４つの基本業務（総合相談支援、権利擁護、包括的・継続的ケアマネジメント支援、介

護予防ケアマネジメント）に加え、地域におけるネットワークの構築、地域課題の把握と

 地域包括支援センターを中心に、地域ケア会議等を通して地域包括ケアシステムの構

築に取り組んでいます。また、各地域包括支援センターに生活支援コーディネーターを

配置することで、機能強化を図りながら、地域ネットワークの構築を推進しています。 

引き続き、国の指針に基づきながら、地域包括支援センターの運営に関する評価や機能

強化を進める必要があります。 

 高齢化の進展に伴って、ますます地域包括支援センターに求められるニーズや業務は

増加しており、地域包括支援センターの体制を強化する必要があります。 
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その解決に向けて地域の関係機関との調整を行い、地域ケア会議の充実を図ります。地域

包括支援センターが提供するサービスの平準化が図られるよう事業評価を行います。 

 また、高齢者の生活支援等サービスの体制整備を推進していくことを目的とし、地域に

おいて、生活支援等サービス提供体制の構築に向けたコーディネート機能を果たす生活支

援コーディネーターを配置し、体制整備の充実に取り組みます。 

さらに、認知症支援推進員を各地域包括支援センターに配置し、地域における認知症高 

齢者を支える仕組み作りに取り組むなど、機能強化を図ります。 

 

① 総合相談 

本人･家族や近隣住民や地域ネットワーク等を通じた様々な相談を受け、専門的ま

たは緊急対応が必要かどうかを判断し、適切なサービスや制度を紹介しています。 

②地域包括支援ネットワーク構築 

日々の活動や地域ケア会議等を通じて、地域包括支援センター、行政機関、民生委員

や自治会長等で情報交換を行い、支援の必要な高齢者の見守りを実施しています。 

ⅰ）個別地域ケア会議 

   随時に開催し、個別課題の解決と地域課題の抽出 

ⅱ）小地域ケア会議 

地域ネットワークの構築や、地域づくり、地域資源の開発 

ⅲ）地域包括ネットワーク会議 

小地域ケア会議の機能をより広域に展開 

ⅳ）見守りネットワーク関係者の資質向上に向けた研修 

③実態把握 

地域包括支援センターで、高齢者への個別訪問や家族・近隣からの情報収集を行い、

介護予防の早期対応や適切な支援へとつないでいます。 

 

【計画値】 

 令和２年度（見込） 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

地域ケア会議 

開催回数 
５０回 １００回 １００回 １００回 

※開催回数は、個別ケア会議、小地域ケア会議、地域包括ネットワーク会議の合計 

※令和２年度見込は、新型コロナウイルス感染症の影響により減少 

 

◆地域包括支援センターの体制強化 

地域包括支援センターには、介護や医療等の各種サービス提供機関や各種団体、そして

地域住民を主体とした取り組みやボランティア活動など、日常生活圏域ごとの地域資源の

さらなる活用と連携が求められています。 

また、国等の動きでは、地域住民の包括的な相談支援(重層的支援)や高齢者の保険事業

と介護予防の一体的実施への関わりなどの新たな役割も期待されています。 

今後、増加するニーズや業務に適切に対応するために、高齢者数や業務量に応じた職員

配置等も含めたあり方を検討し、体制強化を図ります。 
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（２）包括的・継続的ケアマネジメント支援事業   

【事業概要】 

  多様な生活課題を抱えた高齢者を包括的・継続的に支援できるよう、居宅介護支援事業 

所の介護支援専門員に対して、包括的・継続的ケアマネジメントを実践できる環境整備と 

個々の介護支援専門員へのサポートを行います。 

 

①個々の介護支援専門員へのサポート 

介護支援専門員からの個別相談を、主に地域包括支援センターの主任介護支援専門員

が対応します。日常の相談・同行訪問等を通して、介護支援専門員自身の問題解決能力

を高める視点で支援を実施します。 

また、資質向上を図るための研修や事例検討会を圏域内や酒田市ケアマネジャー連絡

協議会・酒田市サービス事業者連絡協議会の活動と連携して実施します。 

②地域における介護支援専門員のネットワークの充実  

 酒田市ケアマネジャー連絡協議会において情報交換の機会を設ける等、介護支援専門

員同士のネットワークの充実を図ります。 

 また、地域包括支援センターと居宅介護支援事業所の主任介護支援専門員の連携も推

進していきます。 

③包括的・継続的なケア体制の構築 

 在宅医療・介護連携支援室ポンテが中心となり、介護支援専門員の資質向上を図る

ための研修会の実施や、介護支援専門員と医療機関との情報交換会等を開催し、包括

的・継続的な支援を図る体制作りを行います。 

 

（３）地域包括支援センター運営協議会等開催事業   

【事業概要】 

   地域包括支援センターの設置及び円滑かつ適正な運営を図るため、センターの設置や日

常生活圏域の設定、中立・公正な運営に関する事項の協議・承認等を行う機関として協議

会を開催します。また、協議会は酒田市の地域包括ケアシステムの政策形成機能を持つ地

域ケア会議として位置付けられています。 

  ■協議会の構成 

   市民代表、地域関係者、医師会、特養連絡協議会、地域包括支援センター 
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３ 多職種連携による地域ケア会議の実施             

 

<第７期計画における現状と課題> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）地域ケア会議推進事業  

【事業概要】 

   介護支援専門員等が作成した要支援のケアプランについて、多職種（薬剤師、理学療法

士、作業療法士、管理栄養士、歯科衛生士、言語聴覚士）によるアドバイスを受けること

により、自立支援型のケアマネジメントと、併せて自立した生活を支えるための地域課題

の把握を行います。 

 

【計画値】 

 令和２年度（見込） 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

検討事例数 ３０人 ３６人 ３６人 ３６人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 介護支援専門員等が多職種（薬剤師、管理栄養士、歯科衛生士、理学療法士、作業療

法士、言語聴覚士）から個別事例に対しての助言をもらうことで、個々の課題の解決を

図るとともに、自立支援に資するケアマネジメントの実践力を高めることを目的に、自

立支援地域型地域ケア会議を開催しています。 

介護給付費適正化や地域課題の抽出に重点をおいて事例検討を行い、個々のケースの

課題分析等を積み重ねることにより、地域に共通した課題を明確にし、地域課題の解決

に必要な資源づくりにつながるよう取り組む必要があります。 
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重点事項６：認知症施策の推進               

 

<第７期計画における現状と課題> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 認知症施策総合支援事業 

【事業概要】 

①酒田市認知症ケアパス「認知症安心ガイドブック」の改訂と市民への周知 

  認知症と思われる症状が発生した場合に、いつ、どこで、どのような医療や介護サービ 

スを受ければいいかをまとめたガイドブック（認知症ケアパス）を改訂します。市内医療 

機関や歯科医院、薬局や公所への配置や、各種講座開催時に配布し、市民の認知症への理 

解や周知を図ります。 

 

②認知症サポーター養成講座の開催 

認知症になっても安心して暮らせるまちを市民によって作ることを目的に、認知症を正 

しく理解し、認知症の方やその家族を守り、支援するサポーターを養成します。庁内関係 

部局と連携を図りながら、企業、学校、ＰＴＡ等の協力を得て、認知症サポーター養成講 

座を開催します。 

 

【計画値】  

 令和２年度（見込） 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

認知症サポーター 

養成講座 
１８回 ２０回 ２３回 ２５回 

養成講座受講者数 ３３０人 ４００人 ４５０人 ５００人 

認知症サポーター数 

（累計） 
１３，７００人 １４，１００人 １４，５００人 １５，０５０人 

 

③チームオレンジ創設に向けた取り組み 

本人・家族のニーズと認知症サポーターを中心とした支援をつなぐチームオレンジ創設 

に向けた取り組みとして、認知症サポーター養成講座、ステップアップ講座の内容を充実 

させ、認知症サポーターが地域の担い手として活躍できる仕組みづくりを検討します。ま 

 

 認知症疾患医療センターや認知症初期集中支援チームをはじめとする医療機関との

連携を図り、地域での生活支援、家族介護の負担軽減に向けた支援について包括的に取

り組んでいます。また、認知症サポーター養成講座や認知症カフェ、家族介護者教室等

の普及啓発や介護者支援については、各地域包括支援センターの認知症地域支援推進員

と取り組んでいます。 

認知症施策推進大綱に基づき、認知症の発症を遅らせ、認知症になっても希望を持っ

て日常生活を過ごせる社会を目指し、認知症の人や家族の視点を重視しながら「共生」

と「予防」を車の両輪とした施策を推進する必要があります。 
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た、認知症の人やその家族も担い手の一員として社会参加できるよう取り組んでいきます。 

 

④あんしん声かけ運動「さかた声かけ隊」の登録 

 日常生活の中で認知症高齢者等を見かけた時に声をかける等、認知症の方や家族を温か

い目で見守る地域の応援者として、活動について同意を得られた方が登録し、市民の先導

役として運動に取り組みます。 

 

【計画値】 

 令和２年度（見込） 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

新規登録者数 ２００人 ２００人 ２００人 ２００人 

  ※さかた声かけ隊登録者延人数  1,350人（令和元年度末現在） 

 

⑤市民認知症講演会の開催 

   幅広く市民から認知症やその対応について理解を深めてもらい、認知症高齢者等にやさ

しい地域づくりを地域全体で取り組むことを目的として講演会を開催します。 

 

⑥認知症カフェの実施 

   認知症の方や家族等が在宅介護の情報交換や悩み等を共有する場として、本人や家族、 

支援者が気軽に参加できるカフェを開催します。 

 

【計画値】 

            令和２年度（見込） 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

開催回数 １３回 １２回 １２回 １２回 

参加者数 １３０人 １５０人 １５０人 １５０人 

 

⑦徘徊高齢者事前登録「安心おかえり登録」の実施と見守り体制の構築 

   認知症等により徘徊のおそれがある高齢者等の情報をあらかじめ本市に登録し、酒田警 

察署・民生委員等と情報共有することで、実際に行方不明となった場合、早期に発見して 

保護できる体制を構築し、高齢者の安心安全の確保及び家族の支援を図ります。 

地域の関係機関と連携しながら、認知症高齢者等が安心して自宅で暮らせるように見守 

り体制を構築していきます。また、地域での見守り活動を推進するため「見守りツール」 

を導入し、広域的な見守り体制の構築に繋がるよう取り組みます。 

 

【計画値】 

 令和２年度（見込） 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

安心おかえり登録 

新規登録者数 
８０人 ８０人 ９０人 １００人 

※新規登録者数には見守りツール登録者も含む 

※登録者延人数  520人（令和元年度末現在） 
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⑧認知症初期集中支援事業の実施 

  複数の専門職が、認知症が疑われる人や認知症の人とその家族を訪問（アウトリーチ） 

し、認知症の専門医による鑑別診断等を踏まえて、観察・評価を行い、本人や家族支援な 

どの初期の支援を包括的・集中的に行い、自立生活のサポートを行います。 

 

【計画値】 

 令和２年度（見込） 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

事業対象者数 ４人 ５人 ５人 ５人 
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重点事項７：高齢者の権利擁護の推進           

 

<第７期計画における現状と課題> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）権利擁護事業                          

【事業概要】 

①高齢者虐待に関する普及啓発 

   高齢者虐待の防止や早期発見には、関係機関や地域住民の方々が虐待について理解を深 

  め、被虐待高齢者が発するサインを見逃さないことが重要であり、高齢者虐待防止講演会 

  （一般市民向け）や高齢者虐待防止研修会（関係機関向け）等を行い、普及啓発を推進し 

  ます。 

 

 【計画値】 

 令和２年度（見込） 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

高齢者虐待防止

研修会参加人数 
１００人 １５０人 １５０人 １５０人 

 

②地域の見守り体制の充実 

   民生委員、自治会長、地域包括支援センター等の地域の関係機関と地域ケア会議等で高 

齢者等の情報を共有することで、見守り体制の充実を図ります。また、高齢者の相談が寄 

せられた場合は地域包括支援センターや介護保険課が中心となり関係機関と連携しなが 

ら対応を行います。セルフネグレクト（自分自身による虐待）についても、高齢者虐待 

に準じた対応を進めていきます。 

③関係機関の連携と協力体制づくり 

高齢者が尊厳を保ちながら安定した生活を送ることができるよう、虐待防止など高齢者 

の権利擁護を支援する取り組みを推進します。高齢者及び障がい者虐待に係る各関係機関

 「酒田市高齢者及び障がい者虐待防止協議会」を開催し、関係機関の連携の強化と協

力体制の充実を図っています。また、高齢者虐待の早期発見・早期対応・継続支援を円

滑に行えるように、高齢者虐待マニュアルの改正や簡易版を作成しています。 

 成年後見制度や福祉サービス利用援助事業の利用は、制度の浸透と認知症高齢者等の

増加により、申立て件数・相談件数や利用者が増加傾向にあります。社会福祉協議会が

取り組んでいる福祉サービス利用援助事業と成年後見事業について、今後の需要の増加

に対応するため、業務に従事する職員体制の強化（社会福祉士等専門職の増員）が必要

となっています。また、成年後見制度の利用を必要としている人が制度を利用できるよ

うに、権利擁護支援の地域連携ネットワークの構築、その中核となる機関の設置等の体

制整備が喫緊の課題です。 

 高齢者虐待は、虐待者が精神疾患や引きこもり等の問題を抱えているケースや、貧困、

セルフネグレクト等多様化していることから、臨機応変な対応、継続支援が求められて

います。 
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で組織する「酒田市高齢者及び障がい者虐待防止協議会」をもとに連携を強化し、虐待防

止や養護者支援の施策充実に努めます。 

また、地域包括支援センターの社会福祉士を中心とする専門職による会議の開催など、 

  虐待事例への対応や、防止のための活動について協力体制の充実を図ります。 

④福祉サービス利用援助事業                      

判断能力が十分でない人等を対象に、福祉サービスの利用や日常的な金銭管理の援助を 

行います。酒田市社会福祉協議会が県社会福祉協議会より委託を受けて事業を展開してい 

ます。 

 

【計画値】 

 令和２年度（見込） 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

福祉サービス利用

援助事業契約者数 
１４０人 １５０人 １６０人 １７０人 

    ※各年度末時点 

 

（２）成年後見制度利用支援事業                     

【事業概要】 

認知症や知的障がい、精神障がい等で金銭管理や契約行為が行えない方で、親族がいな 

い、いても協力を得られない場合に、本人に代わって財産管理・契約行為を行う後見人選 

任の申立てを家庭裁判所へ行うことで、本人の権利を擁護します。本人が申立ての費用や 

後見人報酬の負担が困難な場合には助成を行います。 

 

【計画値】 

 令和２年度（見込） 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

助成者数 ３１件 ４０件 ４４件 ４８件 

内

訳 

申立て件数 １０件 １４件 １６件 １８件 

後見人報酬に係る助成 ２１件 ２６件 ２８件 ３０件 

 

（３）成年後見制度の利用の促進   

 【事業概要】 

   成年後見制度の利用を促進し、制度利用に関する体制を整備するため、①広報、②相談、 

③利用促進、④後見人支援等の機能をもつ地域連携ネットワークとその中核となる機関 

（成年後見センター等）の設置について、検討します。 
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重点事項８：介護給付費等適正化事業 

 

<第７期計画における現状と課題> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）要介護認定の適正化                      

  要介護認定に係る訪問調査は、新規申請についてはすべて直接市で調査し、区分変更申請

についても原則市で直接調査を行います。更新申請や区分変更申請において市の訪問調査員

で対応できない場合には、居宅介護支援事業所に認定調査を委託し実施します。 

また、委託先の訪問調査員を対象とする研修や業務分析データを活用して、訪問調査の平 

準化を図る取り組みを継続していきます。 

その他、認定調査の質の向上を図るため、新任の認定調査員に対して、市主催の研修を実 

施するとともに、厚生労働省の要介護認定適正化事業で実施している e-ラーニング※１によ 

る自主学習の推進を図ります。 

 

【計画値】 

 令和２年度（見込） 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

認定調査の事後点検※２ 全件 全件 全件 全件 

業務分析データの活用に

よる課題の把握※３ 
１回 １回 １回 １回 

市主催の新任認定調査員

研修※４ 
１回 １回 １回 １回 

※１ e-ラーニング 

  インターネット上で提供される認定調査員のための学習支援システムで「全国テスト」 

及び学習教材・問題集等により、調査員一人ひとりが自分の理解度に合わせて学習を進め 

ることで、認定調査に関する知識を深めるもの 

※２ 認定調査の事後点検 

   認定調査票（基本調査）の選択項目と（特記事項）の記載内容に齟齬が無く、整合性 

  が保たれているか点検 

※３ 業務分析データの活用による課題の把握 

    分析データから本市における認定調査データの特徴等を把握し、調査員・ケアマネジャ 

   ー等への周知 

    

 利用者に対する適切な介護サービスを確保するとともに、不適切な給付が削減される

ことで、介護保険制度の信頼感を高め持続可能な介護保険制度の構築が必要です。単に

給付の抑制という観点ではなく、サービス利用者にとって真に適正なプランが設定され

ているかどうかに主眼を置き、給付費の適正化を図ることが重要です。 

引き続き、国が策定する指針や県が策定する「介護給付適正化計画」に沿って、山形

県国民健康保険連合会と連携し取り組むとともに、先進地の事例等を参考にするなどし

て給付費の適正化に取り組むことも必要となります。 
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※４ 市主催の新任認定調査研修 

     県主催の認定調査員研修とは別に当年度から新規に認定調査に従事し始めた人を対象 

    にして、認定調査業務に慣れてきた１０月頃を目途に調査業務の疑問点の解消や調査ポイ 

    ントの再確認等を目的に行う研修 

    

（２）ケアプラン点検                         

介護保険課と主任介護支援専門員が居宅介護支援事業所の介護支援専門員に対して指 

導・助言を行い、ケアマネジメントの質の向上や介護給付費の適正化に努めていきます。 

 

【計画値】 

 令和２年度（見込） 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

訪問等によるケアプ

ランチェック 
３事業所 ３事業所 ３事業所 ３事業所 

 

（３）住宅改修等の点検                    

住宅改修については、事前の書面点検に加え、改修実施後に訪問調査を行い、設置状況及 

び利用状況を確認して在宅生活の質の向上に寄与しているか点検を行います。 

また、福祉用具の利用については、書面点検に加え、国保連合会から提供される適正化シ 

ステム帳票等を用いて点検を実施します。 

 

【計画値】 

 令和２年度（見込） 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

住宅改修の事前書面点検 ３５０件 全件 全件 全件 

住宅改修の訪問調査 １０件 １０件 １０件 １０件 

 

（４）縦覧点検・医療情報との突合                        

国保連の医療情報との突合や縦覧点検を行い、重複請求等を割り出し、請求の適正化を図 

ります。 

 

【計画値】 

 令和２年度（見込） 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

縦覧点検・医療情報と

の突合 
全件 全件 全件 全件 

 

（５）地域密着型サービス事業所に対する指導          

サービスの質の確保及び保険給付の適正化を図ることを目的とし、厚生労働省発出「介護 

 保険施設等実地指導マニュアル」に基づいて集団指導や実地指導を実施します。指定基準違 

反や不正請求の疑いがある場合は監査を実施し、必要な対応を行います。 

また、研修会等の情報を随時周知するほか、酒田市介護サービス事業者連絡協議会での活 

動を通して地域密着型サービス事業者全体のレベルアップを図っていきます。 
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【計画値】 

 令和２年度（見込） 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

実地指導及び監査 

（地域密着型事業所） 

（居宅介護支援事業所） 

 

７件 

５件 

 

４件 

２件 

 

１１件 

８件 

 

１０件 

９件 

※地域密着型事業所の実地指導は、指定有効期間の中間年に実施 

 

（６）介護サービス情報の公表                

毎年、年度当初に作成する「介護保険と高齢者福祉サービスガイドブック」や市ホームペ 

ージ等で地域包括支援センターや生活支援・介護予防サービスの所在地や事業内容、サービ 

ス内容について、広く住民に周知を図ります。また、市ホームページの地理情報システムで 

介護保険サービス事業所の情報を公開します。 

  今後も、様々な媒体や厚生労働省が運用する介護サービス情報公開システム等を活用し、 

介護保険サービス情報の周知を図ります。 

 

（７）保険料の収納対策 

  収納率向上のため納付相談員を配置し、納付しやすい環境を整備します。口座振替の勧奨、

コンビニエンスストアやスマートフォンでの納付など、多様な納付方法を周知します。 

  滞納者に対しては催告等により納付を働きかけるとともに、保険給付の償還払い、給付制 

限に十分配慮しながら、きめ細やかな納付指導、分納対応等を行います。また、過年度未収 

金の債権管理については、債務承認等時効中断措置の適正な事務執行に努めます。 
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重点事項９：介護サービス基盤の整備             

 

<第７期計画における現状と課題> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 施設整備等の考え方 

（１）施設サービス【介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）、介護老人保健施設、介護療

養型医療施設、介護医療院】 

【待機者数の動向】 

第５期計画では、上位待機者※１を増やさないことを目標に、既存の介護老人福祉施設

と介護老人保健施設の増床（各１０床）、地域密着型介護老人福祉施設（５８床）の整備

を進めました。その結果、待機者数は平成２５年４月をピークに減少を続け、上位待機者

を増やさないとする第５期計画における施設整備の目標は達成されました。 

しかしその後、平成２８年後半から待機者数が再び増加傾向になったことから、第７期

計画では、地域密着型介護老人福祉施設（２９床）の整備を進めました。 

   令和２年度５月末時点の介護老人福祉施設の待機者は６９２人という調査結果となっ 

  ています。その内、事業所において判定する上位待機者は１８６人となっており、内、居 

宅における待機者は１０２人となっています。一方、介護老人福祉施設の入所者は、平成 

２９年度が２１５人、平成３０年度が２３５人、令和元年度が２３５人と２００人を超え、 

上位待機者を上回っている状況です。 

 

※１ 上位待機者 

介護老人福祉施設の判定会議において「入所が必要」と考えられる、山形県特別養護老人 

ホーム入所指針に定める点数を超えている待機者 

 

  ■介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）待機者の推移       （単位：人） 

 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

待機者数 ６８６ ６４９ ６４０ ６４３ ６７３ 

入所者数 ３４３ ２０７ ２１５ ２３５ ２３５ 

※待機者数は年間の月平均人数。入所者数は年間の新規入所者数 

 

 第７期計画では、「介護離職ゼロ」「療養病床削減」へ対応するため、地域密着型介護

老人福祉施設を１施設、認知症対応型共同生活介護を２ユニット、定期巡回・随時対応

型訪問介護看護を１施設、看護小規模多機能型居宅介護を１施設整備しました。（看護

小規模多機能型居宅介護以外は、令和３年４月に開所予定）各種調査や特別養護老人ホ

ームの待機状況等を基に、また介護保険料への影響も考慮し、介護サービスを実施して

いく必要があります。 

 また、平成３０年度から令和２年度の３か年で、有料老人ホームは４施設（定員 

１０６人）、サービス付き高齢者向け住宅１施設（定員７０人）増加しました。有料老

人ホームは増えていますが、低所得者や単身の高齢者が安心して生活できる住まいの確

保について検討する必要があります。 
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【整備方針】 

国が示す介護離職ゼロや地域医療構想に伴う療養病床の転換に対しては、第７期計画の

施設整備や今後の介護医療院への転換等の基盤整備により対応を図ります。介護老人福祉

施設については、年間の新規入所者数が上位待機者数を上回っており、また、第７期計画

において地域密着型介護老人福祉施設を整備することとしています。一方、第７期計画の

施設整備に伴い、介護給付費が増加し、保険料の上昇にもつながっていきます。 

こうしたことから、第８期計画における施設サービスに係る新たな整備は、地域密着型

介護老人福祉施設も含めて行わないこととします。 

なお、介護療養型医療施設については、令和５年度末までに廃止され、介護医療院等へ

転換されることとなります。 

 

（２）居宅サービス 

【整備方針】 

本市では、これまで、高齢者が中重度の要介護状態となっても、可能な限り住み慣れた

地域で生活を継続できるよう定期巡回・随時対応型訪問型介護看護や小規模多機能型居宅

介護等を整備してきました。また、地域密着型を含む通所介護については、事業所数が全

国平均に達し、県内では、認定者１人あたりの通所介護に係る給付費や認定者数に占める

通所介護事業所数が県内他市と比較し、高い水準にあります。 

本市市内の地域密着型を含む通所介護事業所に、登録定員に対する利用割合（充足率）

等に関する調査（令和２年１～８月実績）を実施したところ、平均約７５％の利用割合と

いう結果となりました。今後は、サービス提供や介護職員を定着させる観点から、既存事

業所の定員を活用した利用を優先させていく必要があります。 

このため、通所介護の新たな指定については、介護保険法に基づき、小規模多機能型居

宅介護等のサービスが円滑に提供されるように、また、介護人材確保の観点からも、第８

期計画で示すサービス見込量に達している場合、又は超える場合には、サービス事業者の

指定を行う県に対し、指定を行わないように協議を求めることとします。また、本市が指

定権限をもつ地域密着型通所介護についても、介護保険法に基づき、原則指定しないこと

とします。その他、居宅サービスの指定に関しては、県に対し、指定を行うときは事前に

通知をするように求め、それぞれのサービスの利用状況等を踏まえ、意見を提出します。 

一方、できる限り居宅で自立した日常生活ができるようにすることを目的として提供す

る訪問介護等の訪問サービスについては、利用が増えていることから、サービス提供の充

実に向けた取り組みを検討します。 

また、共生型サービス※１については、地域共生社会の実現に資するものであり、高齢

障がい者の介護保険のサービスの円滑な利用を促進する観点から推進していきます。 

 

  ※１ 共生型サービス 

    障害者総合支援法又は児童福祉法に基づき、障がい者・障がい児を対象にしたサービスの 

指定を受ける事業所が、介護保険法に基づく共生型サービスの指定を受けることで、介護保 

険と障害福祉のサービスを同一の事業所で一体的に提供することができるサービス 
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（３）地域密着型サービス 

【整備方針】 

第７期計画において、定期巡回・随時対応型訪問介護看護を１か所、認知症対応型共同 

生活介護を２か所、地域密着型介護老人福祉施設を１か所、看護小規模多機能型居宅介護 

を１か所整備しました。これにより、小規模多機能型居宅介護に加え、認知症対応型共同 

生活介護が全日常生活圏域に整備され、また、本市で初めて看護小規模多機能型居宅介護 

の整備されるなど地域密着型サービスの充実が図られました。こうしたことから、第８期 

計画では、原則としていずれのサービス種別においても新たな整備は行わないこととしま 

す。 

 

（４）２０２５年・２０４０年を見据えた基盤整備 

  第７期計画では、２０２５年（令和７年）も見据え基盤整備を図りました。いわゆる団塊

ジュニア世代が６５歳以上となる２０４０年（令和２２年）は、本市では高齢者人口が減少

する中で８５歳以上の後期高齢者人口が高い水準で推移することが見込まれているものの、

認定者数自体は現在とほぼ同水準になると見込まれます。 

  ２０４０年（令和２２年）を見据えた基盤整備については、第７期計画の基盤整備の効果 

を検証し、保険料の水準も踏まえながら、第９期計画に向け、検討していくこととします。 

 

２ 介護サービス基盤の整備状況  

               （単位：施設、床） 

種  別 平成２６年 平成２９年 令和２年 令和３年 

訪問介護（ホームヘルプサービス） ３０ ２９ ３２ ３１ 

訪問入浴介護 ３ ２ ２ ３ 

訪問看護 ５ ７ ７ ７ 

訪問リハビリテーション ４ ４ ６ ５ 

通所介護（デイサービス） ４４ ４３ ４５ ４５ 

通所リハビリテーション（デイケア） ８ ７ ９ ８ 

短期入所生活介護（ショートステイ） １２ １４ １４ １４ 

短期入所療養介護（ショートステイ） ７ ７ ７ ６ 

特定施設入居者生活介護 ２ ２ ２ ２ 

福祉用具貸与・販売 １２ １３ １３ １３ 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 － － １ ２ 

地域密着型通所介護 － － ４ ５ 

認知症対応型通所介護 

（認知症デイサービス） 
１４ １３ １２ １２ 

小規模多機能型居宅介護 １５ １５ １５ １５ 

認知症対応型共同生活介護 

（認知症高齢者グループホーム） 

１２ 

(１５３) 

１４ 

(１７１) 

１４ 

(１８０) 

１６ 

(２０７) 
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種  別 平成２６年 平成２９年 令和２年 令和３年 

地域密着型介護老人福祉施設 

（ミニ特養） 

３ 

(７８) 

４ 

(１０７) 

４ 

(１０７) 

５ 

(１３６) 

看護小規模多機能型居宅介護 － － １ １ 

介護老人福祉施設 

（特別養護老人ホーム） 

８ 

(６４１) 

８ 

(６４１) 

８ 

(６４１) 

８ 

(６４１) 

介護老人保健施設 
５ 

(４７０) 

５ 

(４８０) 

５ 

(４８０) 

５ 

(４８０) 

介護療養型医療施設 
２ 

(１６) 

２ 

(１６) 

２ 

(１６) 

１ 

(１０) 

居宅介護支援事業所 ４４ ３６ ３５ ３５ 

※各年４月の施設数（令和３年は予定数）。入所系施設の（ ）内は床数 

 

３ 地域密着型施設の圏域別整備状況  

                         （単位：施設、床）                           

 地区名 

小規模 
多機能 

看護小規模
多機能 

地域密着型 
特別養護老人ホーム 

施設数 施設数 施設数 床数 

第 １ 圏 域 琢成・松陵 ２ １   

第 ２ 圏 域 浜田・若浜・飛島 ２  １ ２９ 

第 ３ 圏 域 亀ケ崎・港南・松原 ２    

第 ４ 圏 域 富士見・泉 ２  １ ２０ 

第 ５ 圏 域 
浜中･黒森･十坂･宮野浦･ 

新堀･広野 
２  ２ ５８ 

第 ６ 圏 域 南遊佐・本楯・上田・西荒瀬 １    

第 ７ 圏 域 東平田・中平田・北平田 １  １ ２９ 

第 ８ 圏 域 八幡 １    

第 ９ 圏 域 松山 １    

第１０圏域 平田 １    

合  計 １５ １ ５ １３６ 
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 地区名 

認知症 
グループホーム 

認知症 
デイ 

サービス 

定期巡回 
随時対応 

施設数 床数 施設数 施設数 

第 １ 圏 域 琢成・松陵 １ １８ １  

第 ２ 圏 域 浜田・若浜・飛島 １ ９  1 

第 ３ 圏 域 亀ケ崎・港南・松原 １ １８ ２  

第 ４ 圏 域 富士見・泉 ３ ３６ ４  

第 ５ 圏 域 
浜中･黒森･十坂･宮野浦･ 

新堀･広野 
３ ２７ ２  

第 ６ 圏 域 南遊佐・本楯・上田・西荒瀬 １ ９   

第 ７ 圏 域 東平田・中平田・北平田 １ ９   

第 ８ 圏 域 八幡 ２ ２７   

第 ９ 圏 域 松山 ２ ３６ ２ １ 

第１０圏域 平田 １ １８ １  

合  計 １６ ２０７ １２ ２ 

※令和３年４月１日の予定施設数 

 

４ 高齢者の住まいの確保 

酒田市では令和２年４月現在、有料老人ホームが２０施設（定員４３７人）、サービス付き

高齢者向け住宅が１０施設（定員１９８人）あります。他にも建設中の施設や建設計画もあり、

今後も増加が見込まれます。 

 これらの有料老人ホーム等自体は、住まいの確保という観点から重要な役割を果たしていま

す。一方、国会等では「有料老人ホーム等に併設する介護事業所等から必要以上に介護サービ

スを提供している場合があるのではないか」との指摘があります。本市においても、有料老人

ホーム等に介護事業所等を併設している事業所があることから、県と連携を図り、設置状況等

の情報を共有しながら、以下の点を設置者に強く要請していくなど、有料老人ホーム等のサー

ビスの質の確保に努めます。 

○ 要支援者に対しては、介護サービスだけではなく、有料老人ホーム等による多様なサー

ビス提供が行われること。 

○ 有料老人ホーム等単独で生活が完結できること。 

 

■酒田市の有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の推移 

 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

有料老人ホーム 

棟 数 １６ １６ １８ ２０ ２０ 

定 員 ３３２ ３２９ ３８０ ４３７ ４４４ 

サービス付き高齢者向け住宅 

棟 数 １１ １０ １０ １０ １１ 

定 員 ２１８ １９８ １９８ １９８ ２６８ 

  ※平成２９年～令和２年度は４月１日時点の施設数を記載、令和３年度は予定数を記載 



61 

 

重点事項１０：災害・感染症に対する備え 

 

<第７期計画における現状と課題> 

 

 

 

 

 

１ 災害に対する備え 

（１）日頃から介護施設・事業所等と連携し、避難訓練の実施、飲料水等の備蓄の状況、災 

害時の具体的なマニュアル等の確認を行います。 

（２）地域防災計画に基づく要配慮者利用施設となった施設に対しては、避難確保計画の作成 

  を促し、担当部署と必要な連携を行います。また、災害にあっても、サービス提供を継続 

できる体制を構築する必要があるため、事業継続に必要な事項を定める「事業継続計画 

  （ＢＣＰ）」の作成を促します。 

（３）介護施設の所在地を明記した地図に、洪水浸水区域、土砂災害警戒区域、津波浸水予測 

  域の情報を加えた簡易版ハザードマップを作成し、介護施設・事業所等に周知します。 

 

２ 感染症に対する備え 

（１）介護施設・事業所等に対し、感染症に対する理解度、感染症対策に必要な衛生用品の 

備蓄等の確認を行います。また、感染症発生時にあっても、サービス提供を継続できる体 

制を構築する必要があるため、事業継続に必要な事項を定める「事業継続計画（ＢＣＰ）」 

の作成を促します。 

（２）介護施設事業等に従事する職員が新型コロナウイルス感染症に感染し、人員不足となっ 

  た施設等に介護職員を派遣する「山形県福祉事業所介護職員等相互派遣ネットワーク事 

業」の円滑な利用をサポートします。 

（３）入所系介護施設等において、新型コロナウイルス感染症者等が発生した場合に、緊急的 

  に必要となる衛生用品を迅速に供給できるよう、衛生用品の備蓄を確保します。 

（４）住民主体による通いの場等で実施する介護予防においても、感染症防止対策を徹底しま 

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

近年の災害の発生状況や新型コロナウイルス感染症の流行を踏まえ、平時から介護事

業所等と連携し、十分な対策を講じる必要があります。利用者の安全を確保するため、

平時からの備えと緊急時の迅速な対応が行えるよう、防災・感染症対策に取り組んでい

きます。 
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重点事項１１：介護人材確保及び業務効率化の取り組みの強化 

 

<第７期計画における現状と課題> 

 

 

 

 

 

 

１ 県と連携し、県内の介護現場における業務仕分けや介護ロボットやＩＣＴの活用等の取り 

組みについて情報の交換や共有化を図り、本市の介護現場にその取り組みを周知し促してい 

きます。 

 

２ 市内の介護現場において、業務の効率化や労働環境整備に取り組んでいる優良事例を酒田 

市介護サービス事業者連絡協議会の各部会（訪問・通所・短期入所・入所・地域密着部会な 

ど）において周知し促していきます。 

 

３ 介護分野の文書に係る負担軽減を図るため、ＩＣＴの活用等を検討していきます。 

 

４ 介護ロボットやＩＣＴ導入に活用できる「地域医療介護総合確保基金（県）」の積極的な 

活用を促していきます。 

 

５ 介護仕事の魅力について、定期的な広報での周知や学校、地域への出前講座など様々な周 

知手段を活用し発信していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢化の進展に伴い、今後ますます介護需要が高まる中、介護人材確保は重要な課題

となっています。加えて、介護分野における人材確保が難しい状況において、良質な介

護サービスを持続的に提供できるようにするため、業務の効率化に取り組んでいく必要

があります。国、県と連携し、安定的な人材確保、介護分野の業務の効率化の取り組み

に対し支援していきます。 
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第５章 介護保険事業の運営 

 

１ 日常生活圏域の設定                 

 日常生活圏域は、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、介護給付等対象サービ

スを提供するための施設の整備の状況その他の条件を総合的に勘案して、高齢化のピーク時ま

でに目指すべき地域包括ケアシステムを構築する区域を念頭において、中学校単位等、地域の

実情に応じて定めることとされています。また、自治会や町内会など既存コミュニティの活動

にも配慮することが重要とされています。 

本市では、平成１８年に概ね中学校区（当時）を１つの日常生活圏域として市内に計１０圏 

域を設定し、現在もその圏域を踏襲し、地域包括ケアの基盤としています。 

 

【日常生活圏域設定の考え方】 

本市における日常生活圏域の設定にあたっては、面積や人口だけでなく、小中学校区、旧 

行政区、住民の生活形態、地域づくり活動の単位など地域の特性を総合的に勘案した圏域と 

します。 

○生活圏の基本となる小学校区を１つの単位とし、小学校区を複数まとめた地域を日常生 

活圏域としています。 

○面積や高齢者人口、高齢化率、福祉施設等社会資源の整備状況、コミュニティや地域ネ 

ットワークの繋がり等を考慮しています。 

  ○日常生活圏域に１つの地域包括支援センターを配置しています。 

 

◆今後の日常生活圏域および地域包括支援センターのあり方について 

  国では、日常生活圏域の設定の目安を、おおむね３０分以内に必要なサービスが提供され

る区域（具体的には中学校区）、あるいは人口は２万～３万人としています。 

高齢者人口は令和３年をピークに減少していきますが、山間部や農村部の人口減少が大き 

く、日常生活圏域ごとの高齢者数の偏りは年々広がっています。この偏りは、現在の最大 

３．６倍から２０４０年（令和２２年）には４．３倍まで広がると推計しています。総人口 

についても７万人を切るまで減少すると見込まれています。 

また、日常生活圏域に設置している地域包括支援センターの職員配置は、介護保険法の定 

める職員数を基準とし、高齢者が３千人に満たない場合は専門職（保健師等、社会福祉士、

主任介護支援専門員）のうち二職種の職員配置となっています。今後、ますます高齢化の進

展に伴って増加するニーズに適切に対応をするためには、三職種が揃う体制が必要と考えま

す。  

人口減少と高齢者の偏在による地域の状況変化や地域包括支援センターの体制強化の必

要性等により、現在の日常生活圏域数や地域包括支援センター数を維持することは難しくな

ることから、再編が必要と考えます。第８期計画期間中に、酒田市介護保険運営協議会や酒

田市地域包括支援センター運営協議会等での議論を踏まえ、日常生活圏域の再設定と地域包

括支援センターの再編を進めます。 
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■日常生活圏域の状況及び担当する地域包括支援センター 

日常生活 

圏 域 
地区名 高齢者人口 高齢化率 

地域包括支

援センター

名称 

職員数 
基準 

職員数 

第１圏域 琢成・松陵 ４，８３７人 ４１．７% なかまち ４名 ３名 

第２圏域 浜田・若浜・飛島 ４，７３４人 ３７．１% にいだ ３名 ３名 

第３圏域 亀ケ崎・港南・松原 ５，４８１人 ２８．８% はくちょう ３名 ３名 

第４圏域 富士見・泉 ３，５５６人 ２７．０% あけぼの ３名 ３名 

第５圏域 
浜中･黒森･十坂･ 

宮野浦･新堀･広野 
５，８４４人 ３３．９% かわみなみ ４名 ３名 

第６圏域 
南遊佐・本楯・上

田・西荒瀬 
２，７２３人 ４０．１% ほくぶ ２名 ２名 

第７圏域 
東平田・中平田・ 

北平田 
１，７９７人 ４２．０% ひがし ３名 ２名 

第８圏域 八幡 ２，２４６人 ４１．８% やわた ２名 ２名 

第９圏域 松山 １，６４６人 ４１．７% まつやま ２名 ２名 

第 10圏域 平田 ２，２００人 ３８．８% ひらた ２名 ２名 

※高齢者人口は令和２年３月３１日現在の住民基本台帳より（特養入所者等は除く） 

※職員数は令和２年４月１日現在の人数 

※基準職員数は３千人未満の場合２人（２職種）、３千人以上の場合３人（３職種）配置 

 

２ 要介護認定者数の推移                    

第８期計画では、「見える化」システムの将来推計機能を用いて推計しています。 

高齢者人口全体は令和２年度から３年度にかけてピークを迎え、その後、緩やかに減少して

いきますが、介護が必要となる割合が高くなる後期高齢者人口は増加していくため、要介護認

定者数及び要介護認定率は共に増加していくと見込まれます。 

２０２５年度（令和７年度）には、認定者数７，４０６人、認定率２０．６％、２０４０年

度（令和２２年度）には、認定者数７，２５０人、認定率２３．９％と見込まれます。 

令和２２年度は高齢者数の減少に伴い、現在に近い認定者数になると見込まれますが、後期

高齢者のうち８５歳以上が占める割合が高くなるため、認定率は高くなると見込まれます。 

 

 

 

 

 

 



65 

 

■要支援・要介護認定者数、認定率の推計及び実績            （単位：人） 

  

令和２年度 

（2020年度） 

実績値 

令和３年度 

（2021年度） 

推計値 

令和４年度 

（2022年度） 

推計値 

令和５年度 

（2023年度） 

推計値 

令和７年度 

（2025年度） 

推計値 

令和２２年度 

（2040年度） 

推計値 

要支援１ 541 514 514 518 520 500 

要支援２ 869 844 849 858 854 816 

要介護１ 1,354 1,404 1,415 1,425 1,428 1,391 

要介護２ 1,536 1,583 1,597 1,618 1,621 1,592 

要介護３ 1,136 1,153 1,164 1,183 1,192 1,184 

要介護４ 942 976 985 1,000 1,006 1,003 

要介護５ 731 766 775 784 785 764 

合 計 7,109 7,240 7,299 7,386 7,406 7,250 

うち第１号
被保険者数 

A 
6,965 7,098 7,159 7,251 7,277 7,161 

高齢者 
人口 B 

36,065 35,949 35,902 35,779 35,286 30,009 

認定率 A/B 19.3% 19.7% 19.9% 20.3% 20.6% 23.9% 

 チェックリスト該当者 293 300 300 300 300 300 

※令和２年度は９月末の実績、令和３年度から令和２２年度までは３月末の見込み 

 

■要介護認定申請件数の推移                        （単位：件） 

  

平成３０年度 令和元年度 令和２年度（９月末） 

件数 割合 
月平均 

件数 
件数 割合 

月平均 

件数 
件数 割合 

月平均 

件数 

新規 1,754 32.7% 146 1,702 28.1% 142 847 37.9% 141 

更新 3,027 56.5% 252 3,783 62.6% 315 1,090 48.7% 182 

区分変更 575 10.7% 48 562 9.3% 47 299 13.4% 50 

計 5,356 - 446 6,047 - 504 2,236 - 367 

 

３ 各サービス利用量及び給付費の状況と見込み 

（１）各サービス利用量及び給付費の状況 

  第７期計画期間中の利用量と給付費の状況を見ると、平成３０年度と令和２年度（見込） 

の比較では、介護サービス給付費の増加率は訪問リハビリテーションが最も高く、次に訪問 

看護が高く、介護サービス給付費の増加額は介護老人保健施設が最も大きく、次に通所介護 

が大きくなっています。また、新たに整備した看護小規模多機能型居宅介護の利用が令和２ 

年度より始まりました。 
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■介護サービス 

平成30年度 令和元年度 令和２年度（見込）

199,875回 204,951回 210,164回

561,951,666円 586,869,793円 623,681,760円

2,988回 2,805回 3,300回

35,455,856円 33,485,450円 37,084,824円

18,460回 20,617回 21,530回

111,875,037円 127,189,168円 125,104,128円

9,467回 10,480回 12,052回

26,538,904円 30,001,791円 33,514,536円

7,702人 7,615人 7,128人

32,816,723円 32,738,128円 32,099,700円

276,238回 284,943回 270,378回

2,120,335,748円 2,176,885,059円 2,174,053,680円

58,326回 56,468回 54,857回

474,367,304円 480,857,230円 495,862,200円

86,194日 85,313日 86,153日

698,699,249円 686,516,093円 715,730,412円

7,290日 6,938日 4,354日

75,435,757円 73,785,055円 45,647,832円

23,082人 23,681人 23,508人

292,755,573円 301,139,628円 306,827,040円

418人 339人 396人

11,399,645円 9,359,777円 10,085,292円

248人 211人 156人

23,309,229円 18,875,991円 16,636,692円

456人 519人 516人

81,845,754円 92,736,437円 94,168,176円

709人 738人 792人

120,098,748円 130,465,485円 130,855,644円

－ － －

－ － －

15,725回 12,654回 11,512回

123,523,455円 105,339,717円 110,300,964円

27,781回 27,918回 27,581回

288,787,188円 290,889,123円 289,767,456円

3,847人 3,902人 3,864人

705,913,225円 731,573,189円 708,866,892円

2,338人 2,338人 2,328人

572,008,371円 579,984,524円 595,935,576円

－ － －

－ － －

1,311人 1,313人 1,356人

341,956,366円 345,722,610円 352,624,008円

－ － 156人

－ － 12,871,368円

7,577人 7,681人 7,716人

1,880,811,897円 1,923,515,969円 1,994,990,184円

5,312人 5,307人 5,400人

1,417,732,199円 1,457,394,629円 1,554,597,804円

170人 175人 144人

35,055,937円 36,505,746円 30,392,748円

－ － －

－ － －

40,476人 40,357人 39,732人

602,930,218円 608,132,281円 604,209,084円

介護サービス計（小計）→（Ⅰ） 10,635,604,049円 10,859,962,873円 11,095,908,000円

（年間）【上段：サービス量／下段：給付費】

１．居宅サービス

２．地域密着型サービス

３．介護保険施設サービス

　特定施設入居者生活介護

　訪問介護

　訪問入浴介護

　訪問看護

　訪問リハビリテーション

　福祉用具貸与

　特定福祉用具購入費

　住宅改修費

　居宅療養管理指導

　通所介護

　通所リハビリテーション

　短期入所生活介護

　短期入所療養介護

　地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

　看護小規模多機能型居宅介護

　定期巡回・随時対応型訪問介護看護

　夜間対応型訪問介護

　認知症対応型通所介護

　小規模多機能型居宅介護

　認知症対応型共同生活介護

　地域密着型通所介護

　地域密着型特定施設入居者生活介護

４．居宅介護支援

　介護老人福祉施設

　介護老人保健施設

　介護療養型医療施設

　療養病床（医療保険適用）からの転換分
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■介護予防サービス 

平成30年度 令和元年度 令和２年度（見込）

5人 － －

46,935円 － －

0回 0回 0回

0円 0円 0円

1,598回 2,154回 2,978回

5,863,464円 7,997,238円 9,824,724円

2,412回 3,248回 3,802回

6,701,498円 9,205,920円 10,597,392円

221人 242人 348人

973,111円 1,134,849円 1,348,380円

9人 － －

204,986円 － －

1,505人 1,667人 1,788人

50,228,654円 57,713,861円 67,760,196円

802日 875日 605日

4,988,562円 5,634,501円 3,702,864円

48日 26日 70日

430,992円 281,493円 875,976円

3,539人 3,473人 3,396人

13,899,914円 14,375,070円 16,348,260円

79人 96人 120人

2,001,012円 2,757,204円 2,328,444円

96人 76人 72人

8,986,842円 7,481,773円 7,140,372円

41人 20人 12人

3,552,797円 1,674,908円 943,236円

133回 37回 0回

1,046,889円 303,597円 0円

499人 441人 408人

30,968,014円 27,530,432円 29,793,288円

0人 0人 0人

0円 0円 0円

4,946人 5,066人 5,124人

21,750,800円 22,299,460円 24,163,692円

介護予防サービス計（小計）→（Ⅱ） 151,644,470円 158,390,306円 174,826,824円

10,787,248,519円 11,018,353,179円 11,270,734,824円

　介護予防居宅療養管理指導

　介護予防通所介護

　介護予防通所リハビリテーション

　介護予防短期入所生活介護

　介護予防短期入所療養介護

　介護予防訪問介護

　介護予防訪問入浴介護

　介護予防訪問看護

　介護予防訪問リハビリテーション

（年間）【上段：サービス量／下段：給付費】

１．介護予防サービス

総給付費（合計）
→（Ⅲ）＝（Ⅰ）＋（Ⅱ）

　介護予防福祉用具貸与

　特定介護予防福祉用具購入費

　介護予防住宅改修

　介護予防認知症対応型通所介護

　介護予防小規模多機能型居宅介護

　介護予防認知症対応型共同生活介護

３．介護予防支援

　介護予防特定施設入居者生活介護

２．地域密着型介護予防サービス

 

 

（２）各サービス利用量及び給付費の見込み 

  第８期計画期間中の各サービスの利用量及び給付費の見込みは、第７期計画のサービス利 

用量及び給付実績、今後の認定者数の見込み等を踏まえ、厚生労働省の「地域包括ケア『見 

える化』システム」を使用し、推計しています。第８期計画の給付費は、第７期計画におい 

て地域密着型介護老人福祉施設１施設、認知症対応型共同生活介護２ユニット、定期巡回・ 

随時対応型訪問介護看護１施設、看護小規模多機能型居宅介護１施設を整備したことに伴い、 

給付費が増加しています。 

なお、２０２５年度（令和７年度）及び２０４０年度（令和２２年度）を見据え、中長期

的に介護需要を把握するため、それぞれの年度の各サービス利用量及び給付費も合わせて示

します。 
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■介護サービス利用量 

（年間）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和７年度
（2025年度）

令和22年度
（2040年度）

回数（回） 228,242 231,961 236,770 237,950 232,574

回数（回） 3,647 3,647 3,701 3,744 3,646

回数（回） 23,317 23,444 23,914 23,956 23,588

回数（回） 15,362 15,676 16,064 16,183 15,799

　居宅療養管理指導 人数（人） 7,284 7,356 7,464 7,488 7,356

回数（回） 284,192 287,180 291,529 292,622 286,843

回数（回） 56,095 55,793 57,158 57,343 56,249

日数（日） 86,230 86,988 88,840 89,038 87,679

日数（日） 4,423 4,423 4,673 4,673 4,673

人数（人） 24,216 24,480 24,936 24,756 24,276

人数（人） 396 396 396 396 396

　住宅改修費 人数（人） 240 240 240 240 240

　特定施設入居者生活介護 人数（人） 516 528 540 540 528

　定期巡回・随時対応型訪問介護看護 人数（人） 1,572 1,584 1,608 1,608 1,560

　夜間対応型訪問介護 人数（人） 0 0 0 0 0

回数（回） 11,556 11,832 12,245 12,245 12,002

　認知症対応型通所介護 回数（回） 27,935 28,577 28,876 28,876 28,405

　小規模多機能型居宅介護 人数（人） 3,972 3,996 4,068 4,080 4,008

　認知症対応型共同生活介護 人数（人） 2,604 2,628 2,664 2,664 2,640

　地域密着型特定施設入居者生活介護 人数（人） 0 0 0 0 0

人数（人） 1,620 1,704 1,704 1,776 1,764

人数（人） 348 348 348 348 348

　介護老人福祉施設 人数（人） 7,752 7,788 7,824 7,824 7,788

　介護老人保健施設 人数（人） 5,400 5,400 5,400 5,400 5,400

　介護医療院 人数（人） 0 120 120 120 120

　介護療養型医療施設 人数（人） 120 0 0 0 0

人数（人） 40,608 41,004 41,628 41,760 40,956

　地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

　看護小規模多機能型居宅介護

　短期入所生活介護

　訪問介護

　訪問入浴介護

　訪問看護

　訪問リハビリテーション

　通所介護

　通所リハビリテーション

１．居宅サービス

４．居宅介護支援

　短期入所療養介護

　福祉用具貸与

　特定福祉用具購入費

　地域密着型通所介護

２．地域密着型サービス

３．施設サービス

 

 

■介護予防サービス利用量 

（年間）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和７年度
（2025年度）

令和22年度
（2040年度）

回数（回） 0 0 0 0 0

回数（回） 3,494 4,039 4,550 4,550 4,090

回数（回） 4,054 4,086 4,086 4,086 3,941

人数（人） 348 348 348 348 336

人数（人） 1,896 2,040 2,184 2,184 2,040

日数（日） 613 613 613 613 613

日数（日） 70 70 70 70 70

人数（人） 3,348 3,372 3,396 3,420 3,204　介護予防福祉用具貸与

　介護予防訪問入浴介護

　介護予防訪問看護

　介護予防訪問リハビリテーション

　介護予防居宅療養管理指導

　介護予防通所リハビリテーション

　介護予防短期入所生活介護

　介護予防短期入所療養介護

１．介護予防サービス
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（年間）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和７年度
（2025年度）

令和22年度
（2040年度）

人数（人） 108 108 108 108 108

人数（人） 72 72 72 72 72

人数（人） 12 12 12 12 12

回数（回） 0 0 0 0 0

人数（人） 444 444 444 444 432

人数（人） 0 0 0 0 0

人数（人） 5,436 5,460 5,652 5,652 5,460３．介護予防支援

　介護予防認知症対応型共同生活介護

　特定介護予防福祉用具購入費

　介護予防住宅改修

　介護予防特定施設入居者生活介護

　介護予防認知症対応型通所介護

　介護予防小規模多機能型居宅介護

２．地域密着型介護予防サービス

 

 

■介護サービス給付費 

（単位：千円 ）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和７年度
（2025年度）

令和22年度
（2040年度）

673,526 685,143 699,244 702,684 686,591

43,738 43,762 44,403 44,916 43,732

148,339 149,207 152,144 152,314 149,877

44,050 44,965 46,082 46,420 45,324

　居宅療養管理指導 32,879 33,228 33,692 33,793 33,180

2,301,565 2,327,107 2,362,823 2,371,725 2,325,105

504,105 502,600 515,277 516,935 507,679

717,599 724,417 739,708 741,342 730,127

46,636 46,661 49,381 49,381 49,381

312,875 316,586 323,381 320,041 313,917

11,156 11,156 11,156 11,156 11,156

　住宅改修費 18,543 18,543 18,543 18,543 18,543

　特定施設入居者生活介護 95,624 96,960 98,950 98,950 96,960

　定期巡回・随時対応型訪問介護看護 254,596 258,002 266,491 266,491 254,349

　夜間対応型訪問介護 0 0 0 0 0

111,342 114,143 118,279 118,279 116,135

　認知症対応型通所介護 293,223 300,080 303,203 303,203 298,322

　小規模多機能型居宅介護 737,120 742,885 756,920 758,896 746,862

　認知症対応型共同生活介護 664,404 670,892 680,166 680,166 673,908

　地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 0 0 0

425,477 447,728 457,624 477,327 473,906

65,194 65,230 65,230 65,230 65,230

　介護老人福祉施設 2,053,783 2,097,545 2,121,916 2,121,916 2,111,668

　介護老人保健施設 1,594,181 1,618,001 1,646,347 1,646,347 1,652,035

　介護医療院 0 41,301 41,301 41,301 41,301

　介護療養型医療施設 23,661 0 0 0

625,489 631,982 641,846 643,944 631,913

介護サービス（小計）→（Ⅰ） 11,799,105 11,988,124 12,194,107 12,231,300 12,077,201

　地域密着型通所介護

　地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

　看護小規模多機能型居宅介護

４．居宅介護支援

３．施設サービス

２．地域密着型サービス

　特定福祉用具購入費

　訪問介護

　訪問入浴介護

　訪問看護

　訪問リハビリテーション

　通所介護

　通所リハビリテーション

　短期入所生活介護

　短期入所療養介護

　福祉用具貸与

１．居宅サービス
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■介護サービス予防給付費 

（単位：千円 ）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和７年度
（2025年度）

令和22年度
（2040年度）

0 0 0 0 0

12,588 14,548 16,406 16,406 14,731

11,552 11,652 11,652 11,652 11,240

1,715 1,716 1,716 1,716 1,658

71,467 77,069 82,631 82,631 77,069

3,900 3,903 3,903 3,903 3,903

657 658 658 658 658

14,903 15,007 15,111 15,214 14,263

2,843 2,843 2,843 2,843 2,843

7,853 7,853 7,853 7,853 7,853

1,104 1,105 1,105 1,105 1,105

0 0 0 0 0

29,900 30,348 30,780 30,780 29,435

0 0 0 0 0

24,344 24,467 25,324 25,324 24,467

介護予防サービス計（小計）→（Ⅱ） 182,826 191,169 199,982 200,085 189,225

11,981,931 12,179,293 12,394,089 12,431,385 12,266,426
総給付費（合計）
→（Ⅲ）＝（Ⅰ）＋（Ⅱ）

　介護予防住宅改修

　介護予防特定施設入居者生活介護

　介護予防認知症対応型通所介護

　介護予防小規模多機能型居宅介護

２．地域密着型介護予防サービス

　介護予防認知症対応型共同生活介護

３．介護予防支援

　介護予防通所リハビリテーション

　介護予防短期入所生活介護

　介護予防短期入所療養介護

　介護予防福祉用具貸与

　特定介護予防福祉用具購入費

　介護予防訪問入浴介護

　介護予防訪問看護

　介護予防訪問リハビリテーション

１．介護予防サービス

　介護予防居宅療養管理指導

 

 

４ 地域支援事業について 

（１）地域支援事業の内容 

   地域支援事業は、高齢者の要介護状態等となることの予防、要介護状態等の悪化防止、 

地域における自立した日常生活の支援を図るため実施する事業です。事業は、「介護予防・ 

日常生活支援総合事業」、「包括的支援事業」、「任意事業」から構成されています。 

事業区分 実施事業名 財源構成

介護予防・生活支援サービス事業

介護予防ケアマネジメント事業

一般介護予防事業

高齢者の生きがいと健康づくり総合推進事業

総合相談事業

権利擁護事業

包括的・継続的ケアマネジメント支援事業

地域包括支援センター運営協議会等開催事業

在宅医療・介護連携推進事業

地域包括ケア推進事業

認知症総合支援事業

地域ケア会議推進事業

家族介護者支援事業

介護相談員派遣事業

住宅改修支援事業

成年後見制度利用支援事業

介護予防・
日常生活支援総合事業

包括的支援事業

任意事業

・第１号被保険者保険料　２３．００％
・第２号被保険者保険料　２７．００％
・国　２５．００％
・県　１２．５０％
・市　１２．５０％

・第１号被保険者保険料　２３．００％
・国　３８．５０％
・県　１９．２５％
・市　１９．２５％
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（２）地域支援事業費の状況 

  第７期計画における地域支援事業費の状況は以下のとおりです。任意事業は成年後見制 

度利用支援事業費の増等により令和２年度は増額の見込みとなるものの、介護予防・日常生 

活支援総合事業、包括的支援事業は同水準で推移しています。 

（単位：千円） 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度（見込） 

介護予防・ 

日常生活支援総合事業 
219,044 218,151 222,412 

包括的支援事業 193,745 194,313 196,505 

任意事業 5,681 4,973 8,296 

合 計 418,470 417,437 427,213 

 

（３）介護予防・生活支援サービス事業の見込み 

 第８期計画では、第７期計画での実績と、今後の高齢者人口や認定者数の伸び等を踏ま 

え、次のとおり見込みます。 

 

■訪問型サービス                                     （単位：千円、人） 

サービス類型 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 

従前相当 
事業費 8,258 8.343 8,554 8,991 

利用者数 357 360 369 388 

Ａ型 
事業費 24,613 24,867 25,496 26,799 

利用者数 2,141 2,163 2,217 2,331 

Ｂ型 

事業費 650 800 950 1,250 

利用者数 105 125 145 185 

実施団体数 3 4 5 7 

※従前相当及びＡ型の利用者数は年間の延べ人数、Ｂ型は年間の実人数 

※各サービス類型の内容はＰ４０～４１に記載 

 

■通所型サービス                                  （単位：千円、人） 

サービス類型 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 

従前相当 
事業費 6,793 6,863 7,037 7,396 

利用者数 233 236 242 254 

Ａ型 
事業費 134,282 135,665 139,098 146,207 

利用者数 7,761 7,740 7,936 8,341 

Ｂ型 

事業費 3,825 4,425 5,025 6,925 

利用者数 782 906 1,030 1,278 

実施団体数 18 22 26 36 

※従前相当及びＡ型の利用者数は年間の延べ人数、Ｂ型は年間の実人数 

※各サービス類型の内容はＰ４０～４１に記載 
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（４）地域支援事業の見込額 

  第８期計画における地域支援事業は、介護予防・生活支援サービス事業に係る利用者や 

実施団体、第２層生活支援コーディネーター委託料、成年後見制度利用支援事業に係る利用 

者の増等を踏まえ、第７期計画と比べ増額となる見込みです。 

                                                （単位：千円） 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 

介護予防・ 

日常生活支援総合事業 
236,861 239,947 246,498 260,711 

包括的支援事業 207,213 207,236 207,294 207,421 

任意事業 12,489 12,563 12,751 13,139 

合 計 456,563 459,746 466,543 481,271 

 

（５）保険者機能強化推進交付金等の活用 

  市町村の介護保険事業の取組状況に応じて交付される「保険者機能強化推進交付金」は 

地域支援事業の「包括支援事業」を充実して実施する地域包括支援センターの体制強化や生 

活支援コーディネーター機能強化の取り組みに、「介護保険保険者努力支援交付金」は地域 

支援事業の「介護予防・日常生活支援総合事業」を充実して実施する介護予防の取り組みに 

活用し、高齢者の自立支援・重度化防止等に関する取り組みを支援します。 

 

５ 市町村特別給付                   

【事業概要】 

   在宅で介護を必要とする要介護１以上の介護認定を受けている方の経済的な負担を軽 

減し、在宅で安心した生活ができるよう、在宅介護を必要とする低所得（本人が市民税非 

課税）の高齢者等に、紙おむつ・尿とりパッド等の購入に利用できる在宅紙おむつ券を交 

付します。市へ登録した事業所で利用できる在宅紙おむつ券を介護度と介護保険料段階に 

応じて交付します。 

 

【計画値】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 令和２年度（見込） 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

交付人数 ５３１人 ５４０人 ５５４人 ５６１人 


